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(57)【要約】
本発明は、組織搭載電子機器及び光学機器用のシステム
及び方法を提供する。本発明のいくつかの実施形態のデ
バイスは、組織に対する物理的な悪影響の最小化及び／
又は組織面への搭載時の界面応力の抑制を図るデバイス
構造において小型の様式を有する高性能（任意選択とし
て可撓性）のデバイス構成要素を実装する。いくつかの
実施形態において、本発明は、例えば手指の爪、足指の
爪、歯、又は耳たぶ等、急速成長プロセスも剥離プロセ
スも起こらない組織面への搭載によって、本デバイスの
機械的に堅牢及び／又は長期にわたる統合を可能にする
相補的な組織搭載方法を提供する。本発明のデバイスは
用途が広く、例えばパスワード認証、電子商取引、及び
バイオメトリックセンシング用の近距離無線通信の用途
を含む広範なセンシング、作動、及び通信の用途に対応
する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　組織搭載電子システムであって、
　内側面及び外側面を有する基板と、
　前記基板の前記外側面により支持される１つ又は複数の無機構成要素、有機構成要素、
又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスであり、５ミリメートル以下
の厚さを有し、実質的な剥離なく前記組織との長期にわたる共形統合をもたらすのに十分
小さな横寸法を有する、電子デバイスと、
を備える、組織搭載電子システム。
【請求項２】
　組織搭載電子システムであって、
　内側面及び外側面を有する基板と、
　前記基板の前記外側面により支持される１つ又は複数の無機構成要素、有機構成要素、
又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスであり、５ミリメートル以下
の厚さを有し、前記組織の実質的な炎症も免疫反応もなく前記組織との共形統合をもたら
すのに十分小さな横寸法を有する、電子デバイスと、
を備える、組織搭載電子システム。
【請求項３】
　組織搭載電子システムであって、
　内側面及び外側面を有する基板と、
　前記基板の前記外側面により支持される１つ又は複数の無機構成要素、有機構成要素、
又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスであり、５ミリメートル以下
の厚さを有し、前記システムが搭載される組織面からの熱及び流体の交換を実質的に変化
させることなく前記組織との共形統合をもたらすのに十分小さな横寸法を有する、電子デ
バイスと、
を備える、組織搭載電子システム。
【請求項４】
　組織搭載電子システムであって、
　内側面及び外側面を有する基板と、
　１つ又は複数の無機構成要素、有機構成要素、又は無機及び有機構成要素の組み合わせ
を含む電子デバイスであり、前記無機又は有機構成要素がそれぞれ、前記外側面により支
持され、前記基板の縁部の２０ミリメートル範囲内に個別に配置される、電子デバイスと
、
を備え、
　前記組織搭載電子デバイスが、２０ミリメートル以下の横寸法及び５ミリメートル以下
の厚さを有する、組織搭載電子システム。
【請求項５】
　組織搭載電子システムであって、
　内側面及び外側面を有する基板と、
　前記基板の前記外側面により支持される１つ又は複数の無機構成要素、有機構成要素、
又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスであり、前記組織との共形統
合を確立可能であり、外部刺激又は内部刺激によって変形し、前記変形が第１の状態から
第２の状態への前記システムの機能変化をもたらす、電子デバイスと、
を備える、組織搭載電子システム。
【請求項６】
　前記変形が、第１の動作可能状態から第２の動作不能状態への前記デバイスの前記機能
変化をもたらす、請求項５に記載の組織搭載電子システム。
【請求項７】
　前記変形が、前記組織上の搭載位置からの前記システムの除去又は除去試行によって引
き起こされる、請求項５又は６に記載の組織搭載電子システム。
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【請求項８】
　前記変形が、前記システム又はその構成要素の物理的変化、化学的変化、熱的変化、又
は電磁的変化によって引き起こされる、請求項５～７のいずれか一項に記載の組織搭載電
子システム。
【請求項９】
　前記変形が、前記システムの構成要素の物理的破壊、前記システムの構成要素の物理的
変形、前記システムの物理的構造の変化、又は前記システムの障壁若しくは封入層の除去
によって引き起こされる、請求項５～８のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項１０】
　前記変形が、測定されたデバイス特性、測定された生理学的特性、若しくは測定された
環境特性の値の変化によって引き起こされるか、又は、位置変化若しくは時間変化によっ
て引き起こされる、請求項５～９のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項１１】
　前記基板の前記内側面が、組織面の曲率に適合する、請求項１～１０のいずれか一項に
記載の組織搭載電子システム。
【請求項１２】
　前記無機又は有機構成要素が、半導体構成要素、金属導体構成要素、並びに無機半導体
構成要素、有機半導体構成要素、及び金属導体構成要素の組み合わせから選択される、請
求項１～１１のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項１３】
　前記無機又は有機構成要素がそれぞれ、前記基板の外周の縁部の１０ミリメートル範囲
内に個別に配置される、請求項１～１２のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項１４】
　前記無機又は有機構成要素がそれぞれ、前記基板中の開口部の縁部の１０ミリメートル
範囲内に個別に配置される、請求項１～１３のいずれか一項に記載の組織搭載電子システ
ム。
【請求項１５】
　前記無機又は有機構成要素がそれぞれ、前記基板の縁部までの最短距離により個別に特
徴付けられ、
　前記無機又は有機構成要素の前記最短距離の平均が、１０ｍｍ以下である、請求項１～
１４のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項１６】
　５００ｍｍ２以下の側方設置面積を有する、請求項１～１５のいずれか一項に記載の組
織搭載電子システム。
【請求項１７】
　１ｍｍ２～５００ｍｍ２の範囲から選択される側方設置面積を有する、請求項１～１６
のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項１８】
　前記組織の面積に対する前記組織搭載電子システムの側方設置面積の比が、０．１以上
である、請求項１～１７のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項１９】
　１０ｋＰａ～１００ＧＰａの範囲から選択される平均弾性率を有する、請求項１～１８
のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項２０】
　１０ｋＰａより大きな平均弾性率を有する、請求項１～１９のいずれか一項に記載の組
織搭載電子システム。
【請求項２１】
　０．１ｎＮｍ～１Ｎｍの範囲から選択される正味曲げ剛性を有する、請求項１～２０の
いずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項２２】
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　０．１ｎＭｍより大きな正味曲げ剛性を有する、請求項１～２１のいずれか一項に記載
の組織搭載電子システム。
【請求項２３】
　０．１ｍｇ・ｃｍ－２～１００ｍｇ・ｃｍ－２の範囲から選択される面質量密度を有す
る、請求項１～２２のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項２４】
　５ミクロン～５ミリメートルの範囲から選択される平均厚さを有する、請求項１～２３
のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項２５】
　０．１ｍｍ未満の全体最大厚さと、０．０５ｍｍ～０．０９ｍｍの範囲から選択される
厚さを有する少なくとも１つの領域とを有する、請求項１～２４のいずれか一項に記載の
組織搭載電子システム。
【請求項２６】
　複数の機能層、支持層、封入層、平坦化層、又はこれらの任意の組み合わせを含む多層
形状を有する、請求項１～２５のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項２７】
　楕円形、長方形、円形、蛇行形、及び不規則形からなる群から選択される形状を有する
、請求項１～２６のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項２８】
　前記形状が、横寸法の厚さに対する１００００未満のアスペクト比により特徴付けられ
る、請求項２７に記載の組織搭載電子システム。
【請求項２９】
　前記基板の前記内側面が、前記組織面との前記共形接触を確立する５００ｍｍ２以下の
面積を有する、請求項１～２８のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項３０】
　前記基板の前記内側面が、前記組織面との前記共形接触を確立する１ｍｍ２～５００ｍ
ｍ２の範囲から選択される面積を有する、請求項１～２９のいずれか一項に記載の組織搭
載電子システム。
【請求項３１】
　前記基板が、不連続である、請求項１～３０のいずれか一項に記載の組織搭載電子シス
テム。
【請求項３２】
　前記基板が、前記基板を通って延びた複数の開口部を含む穿孔形状を有する、請求項１
～３１のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項３３】
　前記開口部が、前記組織から前記システム中の気体及び流体の通過を可能にする、請求
項３２に記載の組織搭載電子システム。
【請求項３４】
　前記開口部がそれぞれ、５ミクロン～２０ミリメートルの範囲から選択される横寸法に
より個別に特徴付けられる、請求項３２又は３３に記載の組織搭載電子システム。
【請求項３５】
　前記基板が、１ｍｍ－２～６００ｍｍ－２の範囲から選択される前記開口部の面密度を
有する、請求項３２～３４のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項３６】
　前記開口部が、前記基板の全体にわたって実質的に空間均一分布で設けられる、請求項
３２～３５のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項３７】
　前記開口部が、前記基板の全体メッシュ形状を与える、請求項３２～３６のいずれか一
項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項３８】
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　前記開口部が、０．０１％以上の前記基板の孔隙率を与える、請求項３２～３７のいず
れか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項３９】
　前記開口部が、前記組織面から離れる流体の移送を可能にする、請求項３２～３８のい
ずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項４０】
　前記基板が、可撓性基板又は伸縮性基板である、請求項１～３９のいずれか一項に記載
の組織搭載電子システム。
【請求項４１】
　前記基板が、１０ｋＰａ～１００ＧＰａの範囲から選択される平均弾性率により特徴付
けられる、請求項１～４０のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項４２】
　前記基板が、１０ｋＰａより大きな平均弾性率により特徴付けられる、請求項１～４１
のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項４３】
　前記基板が、５ミクロン～１０ミリメートルの範囲から選択される平均厚さにより特徴
付けられる、請求項１～４２のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項４４】
　前記基板が、５ミクロンより大きな平均厚さにより特徴付けられる、請求項１～４３の
いずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項４５】
　前記基板が、最大厚さ５０ミクロンにより特徴付けられる、請求項１～４４のいずれか
一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項４６】
　前記基板が、１つ又は複数の薄膜、被膜、又は両方を備える、請求項１～４５のいずれ
か一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項４７】
　前記基板が、無機ポリマー、有機ポリマー、プラスチック、エラストマ、生体ポリマー
、熱硬化性ポリマー、ゴム、接着テープ、又はこれらの任意の組み合わせを含む、請求項
１～４６のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項４８】
　前記基板が、ポリイミド、ポリジメチルシロキサン（ＰＤＭＳ）、ポリウレタン、セル
ロース紙、セルローススポンジ、ポリウレタンスポンジ、ポリビニルアルコールスポンジ
、シリコーンスポンジ、ポリスチレン、ポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）、又はポ
リカーボネートを含む、請求項１～４７のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項４９】
　前記電子デバイスを封入する１つ又は複数の封入層又は被膜をさらに備える、請求項１
～４８のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項５０】
　前記電子デバイスが、剛性若しくは半剛性デバイス、可撓性電子デバイス、又は伸縮性
電子デバイスである、請求項１～４９のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項５１】
　前記１つ又は複数の無機又は有機構成要素がそれぞれ、１つ又は複数の薄膜、ナノリボ
ン、マイクロリボン、ナノ膜、又はマイクロ膜を個別に備える、請求項１～５０のいずれ
か一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項５２】
　前記１つ又は複数の無機又は有機構成要素が、単結晶無機半導体材料を個別に含む、請
求項１～５１のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項５３】
　前記１つ又は複数の無機又は有機構成要素が、５ミクロン～５０００ミクロンの範囲か
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ら選択される厚さを個別に有する、請求項１～５２のいずれか一項に記載の組織搭載電子
システム。
【請求項５４】
　前記１つ又は複数の無機又は有機構成要素が、５ミクロンより大きな厚さを個別に有す
る、請求項１～５３のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項５５】
　前記１つ又は複数の無機又は有機構成要素が、湾曲形状により個別に特徴付けられる、
請求項１～５４のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項５６】
　前記湾曲形状が、屈曲形状、コイル形状、交互形状、又は蛇行形状である、請求項５５
に記載の組織搭載電子システム。
【請求項５７】
　前記１つ又は複数の無機又は有機構成要素が、１つ又は複数のアイランド及びブリッジ
構造により特徴付けられる、請求項１～５６のいずれか一項に記載の組織搭載電子システ
ム。
【請求項５８】
　前記電子デバイスが、複数の機能層、障壁層、支持層、及び封入層を含む多層形状を有
する、請求項１～５７のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項５９】
　前記電子デバイスが、前記システムの中立機械表面に近接して設けられる、請求項１～
５８のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項６０】
　前記電子デバイスが、１つ又は複数のセンサ又はその構成要素を備える、請求項１～５
９のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項６１】
　前記１つ又は複数のセンサ又はその構成要素が、光学的センサ、電気化学的センサ、化
学的センサ、機械的センサ、圧力センサ、電気的センサ、磁気的センサ、歪みセンサ、温
度センサ、容量センサ、インピーダンスセンサ、生物学的センサ、心電図検査センサ、筋
電図検査センサ、脳波検査センサ、電気生理学的センサ、光検出器、気体センサ、粒子セ
ンサ、空気汚染センサ、放射線センサ、環境センサ、及び撮像デバイスからなる群から選
択される、請求項６０に記載の組織搭載電子システム。
【請求項６２】
　前記電子デバイスが、１つ又は複数のアクチュエータ又はその構成要素を備える、請求
項１～６１のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項６３】
　前記１つ又は複数のアクチュエータ又はその構成要素が、電磁放射、光学放射、音響放
射、電界、磁界、熱、無線周波数信号、電圧、化学的変化、又は生物学的変化を生成する
、請求項６２に記載の組織搭載電子システム。
【請求項６４】
　前記１つ又は複数のアクチュエータ又はその構成要素が、加熱器、光源、電極、音響ア
クチュエータ、機械的アクチュエータ、マイクロ流体システム、ＭＥＭＳシステム、ＮＥ
ＭＳシステム、圧電アクチュエータ、誘導コイル、化学的変化若しくは生物学的変化をも
たらし得る化学薬品を含む容器、レーザ、並びに発光ダイオードからなる群から選択され
る、請求項６３に記載の組織搭載電子システム。
【請求項６５】
　前記電子デバイスが、１つ又は複数のエネルギー貯蔵システム又はその構成要素を備え
る、請求項１～６４のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項６６】
　前記１つ又は複数のエネルギー貯蔵システム又はその構成要素が、電気化学電池、燃料
電池、光電池、無線電力コイル、熱電気環境発電機、キャパシタ、スーパーキャパシタ、
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１次電池、２次電池、及び圧電環境発電機からなる群から選択される、請求項６５に記載
の組織搭載電子システム。
【請求項６７】
　前記電子デバイスが、１つ又は複数の通信システム又はその構成要素を備える、請求項
１～６６のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項６８】
　前記１つ又は複数の通信システム又はその構成要素が、送信機、受信機、送受信機、ア
ンテナ、及び近距離無線通信機器からなる群から選択される、請求項６７に記載の組織搭
載電子システム。
【請求項６９】
　前記電子デバイスが、１つ又は複数のコイルを備える、請求項１～６８のいずれか一項
に記載の組織搭載電子システム。
【請求項７０】
　前記１つ又は複数のコイルが、誘導コイルである、請求項６９に記載の組織搭載電子シ
ステム。
【請求項７１】
　前記１つ又は複数のコイルが、近距離無線通信コイルである、請求項６９に記載の組織
搭載電子システム。
【請求項７２】
　前記近距離無線通信コイルがそれぞれ、５００ミクロン～２０ミリメートルの範囲から
選択される直径を個別に有する、請求項７１に記載の組織搭載電子システム。
【請求項７３】
　前記近距離無線通信コイルがそれぞれ、１ミクロン～５ミリメートルの範囲から選択さ
れる平均厚さを個別に有する、請求項７１又は７２に記載の組織搭載電子システム。
【請求項７４】
　前記近距離無線通信コイルそれぞれの周波数が、平面構成から、１ｍｍ～２０ｍｍの範
囲から選択される曲率半径により特徴付けられる屈曲構成への変化に際して、５０％未満
だけ変化する、請求項７１～７３のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項７５】
　前記近距離無線通信コイルがそれぞれ、３以上のＱ値により特徴付けられる、請求項７
１～７４のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項７６】
　前記１つ又は複数のコイルが、前記基板又は１つ若しくは複数の封入層によって、少な
くとも部分的に封入される、請求項６９～７５のいずれか一項に記載の組織搭載電子シス
テム。
【請求項７７】
　前記１つ又は複数のコイルが、環体及び楕円環体からなる群から選択される形状を有す
る、請求項６９～７６のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項７８】
　前記基板の前記内側面が、外部組織を含む前記組織面との共形統合を確立可能である、
請求項１～７７のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項７９】
　前記外部組織が、皮膚、手指の爪、足指の爪、歯、毛、又は耳たぶである、請求項７８
に記載の組織搭載電子システム。
【請求項８０】
　前記基板の前記内側面が、アクリル、シリコーン、又はこれらの組み合わせを含む接着
剤によって前記組織面に接合される、請求項１～７９のいずれか一項に記載の組織搭載電
子システム。
【請求項８１】
　近距離無線通信機器をさらに備える、請求項１～８０のいずれか一項に記載の組織搭載
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電子システム。
【請求項８２】
　前記近距離無線通信機器が、パスワード認証、電子商取引、又はバイオセンシング用で
ある、請求項８１に記載の組織搭載電子システム。
【請求項８３】
　前記近距離無線通信機器が、コンピュータ又はモバイル電子機器との通信用である、請
求項８２に記載の組織搭載電子システム。
【請求項８４】
　組織搭載電子システムを組織面に設けるステップであり、前記組織搭載電子システムが
、
　内側面及び外側面を有する基板と、
　前記基板の前記外側面により支持される１つ又は複数の無機構成要素、有機構成要素、
又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスであり、５ミリメートル以下
の厚さを有し、実質的な剥離なく前記組織との長期にわたる共形統合をもたらすのに十分
小さな横寸法を有する、電子デバイスと、を備える、ステップと、
　前記組織搭載電子システムを用いてセンシング、作動、又は通信を行うステップと、
を含む、センシング、作動、又は通信のための方法。
【請求項８５】
　組織搭載電子システムを組織面に設けるステップであり、前記組織搭載電子システムが
、
　内側面及び外側面を有する基板と、
　前記基板の前記外側面により支持される１つ又は複数の無機構成要素、有機構成要素、
又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスであり、５ミリメートル以下
の厚さを有し、前記組織の実質的な炎症も免疫反応もなく前記組織との共形統合をもたら
すのに十分小さな横寸法を有する、電子デバイスと、を備える、ステップと、
　前記組織搭載電子システムを用いてセンシング、作動、又は通信を行うステップと、
を含む、センシング、作動、又は通信のための方法。
【請求項８６】
　組織搭載電子システムを組織面に設けるステップであり、前記組織搭載電子システムが
、
　内側面及び外側面を有する基板と、
　前記基板の前記外側面により支持される１つ又は複数の無機構成要素、有機構成要素、
又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスであり、５ミリメートル以下
の厚さを有し、前記システムが搭載される前記組織面からの熱及び流体の交換を実質的に
変化させることなく前記組織との共形統合をもたらすのに十分小さな横寸法を有する、電
子デバイスと、を備える、ステップと、
　前記組織搭載電子システムを用いてセンシング、作動、又は通信を行うステップと、
を含む、センシング、作動、又は通信のための方法。
【請求項８７】
　組織搭載電子システムを組織面に設けるステップであり、前記組織搭載電子システムが
、
　内側面及び外側面を有する基板と、
　前記基板の前記外側面により支持される１つ又は複数の無機構成要素、有機構成要素、
又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスであり、前記組織からの除去
に際して機能的に動作不能となるように前記組織との共形統合を確立し得る、電子デバイ
スと、を備える、ステップと、
　前記組織搭載電子システムを用いてセンシング、作動、又は通信を行うステップと、
を含む、センシング、作動、又は通信のための方法。
【請求項８８】
　組織搭載電子システムを組織面に設けるステップであり、前記組織搭載電子システムが
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、
　内側面及び外側面を有する基板であり、前記基板の前記内側面が組織面との接触を確立
するためのものである、基板と、
　１つ又は複数の無機構成要素、有機構成要素、又は無機及び有機構成要素の組み合わせ
を含む電子デバイスであり、前記無機又は有機構成要素がそれぞれ、前記外側面により支
持され、前記基板の縁部の２０ミリメートル範囲内に個別に配置される、電子デバイスと
、を備え、
　前記組織搭載電子デバイスが、２０ミリメートル以下の横寸法及び５ミリメートル以下
の厚さを有する、ステップと、
　前記組織搭載電子システムを用いてセンシング、作動、又は通信を行うステップと、
を含む、センシング、作動、又は通信のための方法。
【請求項８９】
　前記無機又は有機構成要素が、無機半導体構成要素、金属導体構成要素、並びに無機半
導体構成要素及び金属導体構成要素の組み合わせから選択される、請求項８４～８８のい
ずれか一項に記載の方法。
【請求項９０】
　前記組織面が、対象の外部組織を含む、請求項８４～８９のいずれか一項に記載の方法
。
【請求項９１】
　前記外部組織が、６ｍｍ／月以下の成長率により特徴付けられる、請求項８４～９０の
いずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項９２】
　前記外部組織が、１回／日以下の剥離率により特徴付けられる、請求項８４～９１のい
ずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項９３】
　前記外部組織が、１０ｋＰａ以上の弾性率により特徴付けられる、請求項８４～９２の
いずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項９４】
　前記外部組織が、０．１ｎＮｍ以上の曲げ剛性により特徴付けられる、請求項８４～９
３のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項９５】
　前記組織面が、１ｍｍ～２０ｍｍの範囲から選択される曲率半径により特徴付けられる
、請求項８４～９４のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項９６】
　前記組織が、皮膚、手指の爪、歯、毛、又は耳たぶである、請求項８４～９５のいずれ
か一項に記載の方法。
【請求項９７】
　前記組織が、表皮組織ではない、請求項８４～９６のいずれか一項に記載の方法。
【請求項９８】
　前記組織が、内部組織ではない、請求項８４～９７のいずれか一項に記載の方法。
【請求項９９】
　前記センシング、作動、又は通信が、近距離無線通信信号の生成又は受信を含む、請求
項８４～９８のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１００】
　前記近距離無線通信信号が、コンピュータ又は携帯電子機器により生成又は受信される
、請求項９９に記載の方法。
【請求項１０１】
　前記近距離無線通信信号が、パスワード認証、電子商取引、又はバイオセンシング用で
ある、請求項９９に記載の方法。
【請求項１０２】
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　前記センシング、作動、又は通信が、前記組織の１つ又は複数の生理学的、電気生理学
的、化学的、熱的、又は光学的特性のセンシングを含む、請求項８４～１００のいずれか
一項に記載の方法。
【請求項１０３】
　前記センシング、作動、又は通信が、前記組織からの生体液の１つ又は複数の物理的又
は化学的特性のセンシングを含む、請求項８４～１００のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１０４】
　前記センシング、作動、又は通信が、前記組織の作動を含む、請求項８４～１００のい
ずれか一項に記載の方法。
【請求項１０５】
　前記作動が、前記組織の静電的、熱的、光学的、音響的、磁気的、又は化学的作動を含
む、請求項１０４に記載の方法。
【請求項１０６】
　前記システムが、搭載プラットフォームをさらに備える、請求項１～１０５のいずれか
一項に記載の組織搭載電子システム又は方法。
【請求項１０７】
　前記搭載プラットフォームが、前記組織の表面との接触を確立する外部面を有する、請
求項１０６に記載の組織搭載電子システム又は方法。
【請求項１０８】
　前記搭載プラットフォームが、前記組織搭載システムの前記基板である、請求項１０６
に記載の組織搭載電子システム又は方法。
【請求項１０９】
　前記搭載プラットフォームが、前記電子デバイス、前記基板、又は両者を支持する内部
面を有する、請求項１０６に記載の組織搭載電子システム又は方法。
【請求項１１０】
　前記搭載プラットフォームが、前記組織面との共形接触を確立するためのものである、
請求項１０６に記載の組織搭載電子システム又は方法。
【請求項１１１】
　前記搭載プラットフォームが、手指の爪の表面との共形接触を確立する、請求項１０６
に記載の組織搭載電子システム又は方法。
【請求項１１２】
　前記搭載プラットフォームが、剛性又は可撓性である、請求項１０６に記載の組織搭載
電子システム又は方法。
【請求項１１３】
　前記搭載プラットフォームが、人工装具、接着テープ、又は手指の偽爪である、請求項
１０６に記載の組織搭載電子システム又は方法。
【請求項１１４】
　前記システムが、前記組織面に適合するように与えられる固定形状において剛性である
、請求項１０６に記載の組織搭載電子システム又は方法。
【請求項１１５】
　前記固定形状が、湾曲又は曲線プロファイルを有する、請求項１１４に記載の組織搭載
電子システム。
【請求項１１６】
　前記システムの交差外側面が、剥離を抑える角度で半径方向に接合される、請求項１～
１１５のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム又は方法。
【請求項１１７】
　前記システムが、ロール・ツー・ロール処理を用いた産業プロセスにより作製される、
請求項１～１１６のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム又は方法。
【請求項１１８】
　前記ロール・ツー・ロール処理が、ウェブ処理又はリール・ツー・リール処理を含む、
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請求項１１７に記載の組織搭載電子システム又は方法。
【請求項１１９】
　前記システムが、可撓性プラスチック又は金属箔のロールを用いて作製される、請求項
１１７に記載の組織搭載電子システム又は方法。
【請求項１２０】
　前記システムのデバイス構成要素の少なくとも一部が、ＯＥＭ標準的製造後に薄化され
、フリップチップ技術を用いてハンダ又はＡＣＰ（異方性導電ペースト）により接合され
るダイを含む、請求項１～１１９のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム又は方法
。
【請求項１２１】
　デバイス構成要素の少なくとも一部が、封入により防水処理される、請求項１～１２０
のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム又は方法。
【請求項１２２】
　組織搭載電子システムを組織面に設けるステップであり、前記組織搭載電子システムが
、
　内側面及び外側面を有する基板と、
　前記基板の前記外側面により支持される１つ又は複数の無機構成要素、有機構成要素、
又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスと、を備える、ステップと、
　前記組織搭載電子システムを用いた通信により、認証信号を外部機器に提供するステッ
プと、
を含む、外部機器に対してユーザを認証する方法。
【請求項１２３】
　前記認証信号の受信に際して、前記外部機器は、前記ユーザが前記外部機器にアクセス
して操作することを許可する、請求項１２２に記載の方法。
【請求項１２４】
　前記外部機器が、コンピュータ、電話、銃、薬瓶、ドア、車両、金庫、施錠箱、回転ド
ア、ゲート、エレベータ、又は錠である、請求項１２３に記載の方法。
【請求項１２５】
　組織搭載電子システムを組織面に設けるステップであり、前記組織搭載電子システムが
、
　内側面及び外側面を有する基板と、
　前記基板の前記外側面により支持される１つ又は複数の無機構成要素、有機構成要素、
又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスと、を備える、ステップと、
　前記組織搭載電子システムを用いた通信により、決済情報を外部機器に提供するステッ
プと、
を含む、電子決済を行う方法。
【請求項１２６】
　組織搭載電子システムを組織面に設けるステップであり、前記組織搭載電子システムが
、
　内側面及び外側面を有する基板と、
　前記基板の前記外側面により支持される１つ又は複数の無機構成要素、有機構成要素、
又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスと、を備える、ステップと、
　前記組織搭載電子システムの位置及び識別情報を示す信号を外部機器に伝えるステップ
と、
を含む、ユーザ整合性を保証する方法。
【請求項１２７】
　組織搭載電子システムを組織面に設けるステップであり、前記組織搭載電子システムが
、
　内側面及び外側面を有する基板と、
　前記基板の前記外側面により支持される１つ又は複数の無機構成要素、有機構成要素、
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又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスと、を備える、ステップと、
　前記デジタルコンテンツを示す信号を前記組織搭載電子システムから外部機器に伝える
ステップと、
を含む、デジタルコンテンツを移転する方法。
【請求項１２８】
　前記電子デバイスが、前記組織からの除去に際して機能的に動作不能となる、請求項１
～１２７のいずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項１２９】
　前記電子デバイスが、デバイス構成要素の少なくとも一部の物理的破壊又は変形によっ
て機能的に動作不能となる、請求項１～１２８のいずれか一項に記載の組織搭載電子シス
テム。
【請求項１３０】
　前記電子デバイスが、障壁又は封入層の除去により、デバイス構成要素の少なくとも一
部を外部環境に曝露することによって機能的に動作不能となる、請求項１～１２９のいず
れか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項１３１】
　前記デバイス構成要素が、相互配線、コイル、基板、又はこれらの組み合わせからなる
群から選択される、請求項１２９又は１３０に記載の組織搭載電子システム。
【請求項１３２】
　前記変形が、前記システムの４ｍｍ以上の曲率の変化を含む、請求項１２９～１３１の
いずれか一項に記載の組織搭載電子システム。
【請求項１３３】
　前記電子デバイスが、測定された生理学的特性の値が閾値ウィンドウ外となった場合に
機能的に動作不能となる、請求項１～１３２のいずれか一項に記載の組織搭載電子システ
ム。
【請求項１３４】
　前記生理学的特性が、温度、ｐＨレベル、グルコース、パルスオキシメトリ、心拍数、
呼吸数、血圧、動脈血酸素飽和度（ＳｐＯ２）、及びこれらの組み合わせからなる群から
選択される、請求項１３３に記載の組織搭載電子システム。
【請求項１３５】
　前記電子デバイスが、所定時間後、設定回数使用後、又は設定回数試行後の適正認証拒
否時に機能的に動作不能となる、請求項１～１３４のいずれか一項に記載の組織搭載電子
システム。
【発明の詳細な説明】
【発明の詳細な説明】
【０００１】
［関連出願の相互参照］
　[0001]本願は、２０１５年６月１日に出願された米国特許仮出願第６２／１６９，３０
８号、２０１５年６月２日に出願された米国特許仮出願第６２／１６９，９８３号、２０
１５年９月１４日に出願された米国特許仮出願第６２／２１８，３４５号、２０１５年９
月１４日に出願された米国特許仮出願第６２／２１８，３２１号による優先権の利益を主
張するものであり、それぞれのすべての内容を本明細書と矛盾しない範囲で本明細書に参
照により援用する。
【０００２】
［連邦政府による資金提供を受けた研究又は開発に関する記載］
　[0002]該当なし。
【０００３】
［発明の背景］
　[0003]ウェアラブル電子機器及び光学機器は、広範な技術、産業、及び消費者向け製品
に広く影響する可能性があるシステム類である。ウェアラブルシステムの発達は、部分的
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には、身体と適合するデバイス形状因子を用いて実装される新たな機能をもたらす新しい
材料及びデバイス構造の開発によって促される。例えば、眼鏡、リストバンド、履物とい
った従来の身体装着具を作り直したシステム等、身体搭載形状因子で提供される小型・携
帯式の電子機器及び／又は光学機器システムを活用したウェアラブル消費者向け製品が利
用可能である。また、身体と相互作用するための低電力動作、無線通信、及び新規統合方
式と適合する高度な電子的及び光学的機能を空間的に不十分な形状因子で内蔵したスマー
トテキスタイル及び伸縮性／可撓性電子システムを含むウェアラブル技術の適用範囲を拡
大する新たなデバイスプラットフォームも開発中である（例えば、Ｋｉｍ他のＡｎｎｕ．
Ｒｅｖ．Ｂｉｏｍｅｄ．Ｅｎｇ．２０１２．１４；１１３－１２８、Ｗｉｎｄｍｉｌｌｅ
ｒ他のＥｌｅｃｔｒｏａｎａｌｙｓｉｓ；２０１３，２５，１，２９－４６、Ｚｅｎｇ他
のＡｄｖ．Ｍａｔｅｒ．，２０１４，２６，５３１０－５３３６、Ａｈｎ他のＪ　Ｐｈｙ
ｓ．Ｄ：Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．，２０１２，４５，１０３００１参照）。
【０００４】
　[0004]組織搭載システムは、ヘルスケア、センシング、動作認識、及び通信における様
々な用途を支える１つのウェアラブルシステム類を表す。例えば、表皮電子機器の近年の
発達によって、皮膚との密接触を可能にする物理的形式で提供される皮膚搭載電子及び／
又は光電子システム類がもたらされている（例えば、米国特許出願公開第２０１３／００
４１２３５号参照）。表皮電子システムは、皮膚の柔軟で曲線状の時間的に変化する表面
との共形接触を確立して保持するのに有用なデバイス形状で実装される柔軟な弾性基板に
対して、高性能の伸縮性及び／又は極薄機能材料を組み合わせたものである。生理学的な
モニタリング（例えば、温度、熱輸送、水和状態等）及び体液の特性等（例えば、ｐＨ、
塩組成等）に関連する化学的情報の変換を含むこのようなプラットフォームを用いること
により、多くのセンシング様式が実証されている（例えば、Ｈｕａｎｇ他のＳｍａｌｌ，
２０１４，１０（１５）３０８３－３０９０、Ｇａｏ他のＮａｔｕｒｅ　Ｃｏｍｍｕｎｉ
ｃａｔｉｏｎｓ，２０１４，５，４９３８参照）。
【０００５】
　[0005]組織搭載システムの大幅な発達にも関わらず、この技術の特定用途の開発には、
多くの課題が残っている。まず、表皮等の一部の組織類に対するこれらシステムの共形統
合は、組織の生理学的状態及び／又は化学的状態に悪影響を及ぼし、例えば不要な炎症及
び／又は免疫反応を引き起こす可能性がある。また、組織搭載システムは、搭載部位にお
ける熱、流体、及び／又は気体の交換への影響によって、組織の生理学的及び化学的特性
の妨げとなる可能性がある。さらに、高速の成長、流体交換、及び／又は剥離を特徴とす
る組織のような一部の組織にとっては、長期にわたる確実な統合が課題として残っている
。
【０００６】
　[0006]以上から、当然のことながら、ウェアラブル電子機器における新たな用途に対応
するには、組織搭載電子・光学システムが必要である。また、実質的な剥離なく堅牢且つ
密な統合が可能な組織搭載システム及び方法が求められている。搭載部位で組織に悪影響
を及ぼさないように優れた電子的及び光学的性能をもたらし得る組織搭載システム及び方
法が求められている。また、効率的な製造に適合して様々な用途に対する費用効率的な実
装を可能とする組織搭載システムが求められている。
【０００７】
［発明の概要］
　[0007]本発明は、組織搭載電子機器及び光学機器用のシステム及び方法を提供する。本
発明のいくつかの実施形態のデバイスは、組織に対する物理的な悪影響の最小化及び／又
は組織面への搭載時の界面応力の抑制を図るデバイス構造において小型の様式を有する高
性能（任意選択として可撓性）のデバイス構成要素を実装する。いくつかの実施形態にお
いて、本発明は、例えば手指の爪、足指の爪、歯、又は耳たぶ等、急速成長プロセスも剥
離プロセスも起こらない組織面への搭載によって、本デバイスの機械的に堅牢及び／又は
長期にわたる統合を可能にする相補的な組織搭載方法を提供する。本発明のデバイスは用
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途が広く、例えばパスワード認証、電子商取引、及びバイオメトリックセンシング用の近
距離無線通信の用途を含む広範なセンシング、作動、及び通信の用途に対応する。
【０００８】
　[0008]一態様において、本発明は、組織搭載電子システムであって、（ｉ）内側面及び
外側面を有する基板と、（ｉｉ）基板の外側面により支持される１つ又は複数の無機及び
／又は有機構成要素を含む電子デバイスであり、５ミリメートル以下、任意選択として１
ミリメートル未満の厚さを有し、実質的な剥離なく組織との直接又は間接接触によって長
期にわたる共形統合をもたらすのに十分小さな横寸法を有する、電子デバイスと、を備え
る、システムを提供する。本明細書において、表現「長期にわたる共形統合」は、電子的
又は光学的性能を損なうのに十分な剥離等の劣化なく、少なくとも３時間、任意選択とし
て少なくとも１日又は少なくとも１カ月にわたって、本システムが組織面との共形接触を
確立して維持する能力を表す。いくつかの実施形態においては、例えば長期にわたる共形
統合を可能とするのに、微小な厚さ及び横寸法が重要であり、電子デバイスは、２ｍｍ未
満、任意選択として１２５ミクロン未満、０．１ミクロン未満、若しくは０．０５ミクロ
ン未満の最大厚さによる特徴付け並びに／又は２ｃｍ２未満、任意選択として０．５ｃｍ
２未満、若しくは０．１ｃｍ２未満の面積による特徴付けがなされている。本態様の一実
施形態において、この電子システムは、例えば組織との間に設けられた１つ又は複数の中
間構成要素を介して、組織による直接的な支持及び組織との物理的接触又は組織による間
接的な支持がなされている。
【０００９】
　[0009]別の態様において、本発明は、組織搭載電子システムであって、（ｉ）内側面及
び外側面を有する基板と、（ｉｉ）基板の外側面により支持される１つ又は複数の無機構
成要素、有機構成要素、又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスであ
り、１０ミリメートル以下、任意選択として５ミリメートル又は１ミリメートル未満の厚
さを有し、組織の炎症も免疫反応もなく組織との共形統合をもたらすのに十分小さな横寸
法を有する、電子デバイスと、を備える、システムを提供する。本明細書において、表現
「炎症も免疫反応も伴わない組織との共形統合」は、搭載部位で組織からの観察可能な炎
症も免疫反応も生じることなく本システムが組織面との共形接触を確立する能力を表す。
いくつかの実施形態においては、例えば炎症も免疫反応も伴わない組織との共形統合を可
能とするのに、微小な厚さ及び横寸法が重要であり、電子デバイスは、２ｍｍ未満、任意
選択として１２５ミクロン未満、０．１ミクロン未満、若しくは０．０５ミクロン未満の
最大厚さによる特徴付け並びに／又は２ｃｍ２未満、任意選択として０．５ｃｍ２未満、
若しくは０．１ｃｍ２未満の面積による特徴付けがなされている。本態様の一実施形態に
おいて、この電子システムは、例えば組織との間に設けられた１つ又は複数の中間構成要
素を介して、組織による直接的な支持及び組織との物理的接触又は組織による間接的な支
持がなされている。
【００１０】
　[0010]別の態様において、本発明は、組織搭載電子システムであって、（ｉ）内側面及
び外側面を有する基板と、（ｉｉ）基板の外側面により支持される１つ又は複数の無機構
成要素、有機構成要素、又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスであ
り、１０ミリメートル以下、任意選択として５ミリメートル又は１ミリメートル未満の厚
さを有し、当該システムが搭載される組織面からの熱及び流体の交換を実質的に変化させ
ることなく組織との共形統合をもたらすのに十分小さな横寸法を有する、電子デバイスと
、を備える、システムを提供する。本明細書において、表現「熱及び流体の交換を実質的
に変化させることのない組織との共形統合」は、デバイスを搭載していない状態の組織面
に対して、７５％超、任意選択として２５％超の係数だけ、搭載部位で組織面に対して吸
収又は解放される熱及び流体の量を変化させることなく本システムが組織面との共形接触
を確立する能力を表す。いくつかの実施形態においては、例えば熱及び流体の交換を実質
的に変化させることなく組織との共形統合を可能とするのに、微小な厚さ及び横寸法が重
要であり、電子デバイスは、２ｍｍ未満、任意選択として１２５ミクロン未満、０．１ミ
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クロン未満、若しくは０．０５ミクロン未満の最大厚さによる特徴付け並びに／又は２ｃ
ｍ２未満、任意選択として０．５ｃｍ２未満、若しくは０．１ｃｍ２未満の面積による特
徴付けがなされている。本態様の一実施形態において、この電子システムは、例えば組織
との間に設けられた１つ又は複数の中間構成要素を介して、組織による直接的な支持及び
組織との物理的接触又は組織による間接的な支持がなされている。
【００１１】
　[0011]別の態様において、本発明は、組織搭載電子システムであって、（ｉ）内側面及
び外側面を有する基板と、（ｉｉ）基板の外側面により支持される１つ又は複数の無機構
成要素、有機構成要素、又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスであ
り、組織との共形統合を確立可能であり、外部刺激又は内部刺激によって変形し、この変
形が第１の状態から第２の状態への当該システムの機能変化をもたらす、電子デバイスと
、を備える、システムを提供する。本態様のシステムは、当該システムの移動、当該シス
テムの調節、当該システムの物理的、化学的、又は電磁的変化、測定信号又は特性の変化
、環境パラメータの変化、及びこれらの組み合わせ等、様々な外部及び／又は内部刺激に
適合する。一実施形態において、変形は、第１の動作可能状態から第２の動作不能状態へ
のデバイスの機能変化をもたらす。一実施形態において、変形は、組織上の搭載位置から
の当該システムの除去又は除去試行によって引き起こされる。一実施形態において、変形
は、当該システム又はその構成要素の物理的変化、化学的変化、熱的変化、又は電磁的変
化によって引き起こされる。一実施形態において、変形は、当該システムの構成要素の物
理的破壊（例えば、動作中の構成要素の破壊、電子相互配線の破壊、基板の破壊、障壁層
又は封入層の破壊等）、当該システムの構成要素の物理的変形（例えば、動作中の構成要
素の変形、電子相互配線の変形、基板の変形等）、当該システムの物理的構造の変化（例
えば、外形の変化、曲率の変化等）、又は当該システムの障壁若しくは封入層の除去の結
果としての環境への曝露がもたらす変化によって引き起こされる。一実施形態において、
変形は、測定されたデバイス特性（例えば、歪みの状態、アンテナ特性）、組織若しくは
対象の測定された生理学的特性（例えば、温度、ｐＨレベル、グルコース、パルスオキシ
メトリ、心拍数、呼吸数、血圧、動脈血酸素飽和度（ＳｐＯ２））、又は測定された環境
特性（例えば、温度、電磁放射等）の値の変化によって引き起こされる。一実施形態にお
いて、変形は、位置変化（例えば、システムの移動）又は時間変化（例えば、事前に選択
された時間の経過）によって引き起こされる。いくつかの実施形態においては、例えば搭
載位置からの除去に際して変形する能力を可能とするのに、微小な厚さ及び横寸法が重要
であり、電子デバイスは、２ｍｍ未満、任意選択として１２５ミクロン未満、０．１ミク
ロン未満、若しくは０．０５ミクロン未満の最大厚さによる特徴付け並びに／又は２ｃｍ
２未満、任意選択として０．５ｃｍ２未満、若しくは０．１ｃｍ２未満の面積による特徴
付けがなされている。本態様の一実施形態において、この電子システムは、例えば組織と
の間に設けられた１つ又は複数の中間構成要素を介して、組織による直接的な支持及び組
織との物理的接触又は組織による間接的な支持がなされている。
【００１２】
　[0012]別の態様において、本発明は、組織搭載電子システムであって、（ｉ）内側面及
び外側面を有する基板であり、当該基板の内側面が組織面との接触を確立するためのもの
である、基板と、（ｉｉ）１つ又は複数の無機構成要素、有機構成要素、又は無機及び有
機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスであり、無機構成要素がそれぞれ、外側面に
より支持され、基板の縁部（例えば、外周縁部又は外周から離れて配置された切り取り領
域の縁部）の２０ミリメートル、任意選択として１６ミリメートル、１０ミリメートル、
又は１ミリメートル範囲内に個別に配置され、２０ミリメートル以下、いくつかの用途の
場合の任意選択として１６ミリメートル以下の横寸法及び５ミリメートル以下、いくつか
の用途の場合の任意選択として１０ミリメートル以下の厚さを有する電子デバイスと、を
備える、システムを提供する。本態様の一実施形態において、この電子システムは、例え
ば組織との間に設けられた１つ又は複数の中間構成要素を介して、組織による直接的な支
持及び組織との物理的接触又は組織による間接的な支持がなされている。
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【００１３】
　[0013]本明細書において、用語「組織搭載」は、実装に際して１つ又は複数の組織面に
より支持されるシステム類を広く含むことを意図している。いくつかの実施形態において
は、実装に際して、例えば本発明の組織搭載システムが組織面により直接支持され、基板
面等のシステムの表面が共形接触等によって組織面と物理的に接触する。いくつかの実施
形態においては、実装に際して、例えば本発明の組織搭載システムが組織面により間接的
に支持され、基板面等のシステムの表面が、組織面と組織搭載システムとの間に設けられ
た統合プラットフォーム等の中間構造と物理的に接触する。組織搭載システムは、製造材
料及び人工材料等、身体により支持される多種多様な中間構造によって身体と結合されて
いてもよい。例えば、いくつかの実施形態において、組織搭載システムは、フェイクネイ
ル（すなわち、手指の偽爪）、歯、衣服（ボタン、タグ、織布材料等）、宝飾品（例えば
、リング、ブレスレット、ネックレス、腕時計、ピアス等）、ボディエンハンスメント、
眼鏡、手袋、マニキュア等によって、身体に直接又は間接的に結合されていてもよい。
【００１４】
　[0014]共形統合は、本システムと組織との界面又はシステムと組織面との間に設けられ
た中間構造との界面においてデバイスが空間的に適合するように、システムが組織に設け
られ得ることを表す。共形統合は、組織面との直接又は間接的な接触を介していてもよい
。本発明の組織搭載システムは、直接的な共形統合で設けられていてもよく、システム自
体が組織面との共形接触を確立する。本発明の組織搭載システムは、間接的な共形統合で
設けられていてもよく、人工装具、接着テープ、フェイクネイル（すなわち、手指の偽爪
）、衣服（ボタン、タグ、織布材料等）、宝飾品（例えば、リング、ブレスレット、ネッ
クレス、腕時計、ピアス等）、ボディエンハンスメント、眼鏡、手袋、マニキュア等、組
織面と共形接触して設けられた中間構造上にシステムが設けられている。
【００１５】
　[0015]例えば、いくつかの実施形態において、このシステムは、５ｍｍ～２０ｍｍの範
囲から選択される横寸法を有する。例えば、いくつかの実施形態において、このシステム
は、０．１２５ｍｍ～５ｍｍ又は０．００５ｍｍ～５ｍｍの範囲から選択される厚さ寸法
を有する。例えば、いくつかの実施形態において、このシステムは、１０ｍｍ２～５００
ｍｍ２、２０ｍｍ２～３５０ｍｍ２、又は３０ｍｍ２～１５０ｍｍ２の設置面積／接触面
積によって特徴付けられる。いくつかの実施形態において、このシステムは、２５ｍｍ２

超又は２０ｍｍ２超の設置面積／接触面積によって特徴付けられる。例えば、いくつかの
実施形態において、このシステムは、０．１ｍｇ・ｃｍ－２～１００ｍｇ・ｃｍ－２の面
質量密度によって特徴付けられる。例えば、いくつかの実施形態において、このシステム
は、中心から外側縁部までテーパ状の厚さを有する。いくつかの実施形態においては、シ
ステムの中心から外側縁部まで５°以上又は１０°以上のテーパによって、剥離が抑制又
は防止される。いくつかの実施形態においてこのシステムは、中心から外側縁部まで、対
称的又は非対称的にテーパ状となっている。例えば、いくつかの実施形態において、この
システムは、楕円形、長方形、円形、蛇行形、及び不規則形からなる群から選択される形
状を有する。例えば、いくつかの実施形態において、このシステムは、４ｍｍ～１６ｍｍ
から選択される構成要素横寸法によって特徴付けられる。例えば、いくつかの実施形態に
おいて、このシステムは、１８μｍの銅×１２μｍのポリイミドフィルム×１８μｍの銅
で構成されたシェルダールノヴァクラッド（Ｓｈｅｌｄａｈｌ　Ｎｏｖａｃｌａｄ）（登
録商標）接着ラミネートを備える。
【００１６】
　[0016]いくつかの実施形態において、システムの全体形状は、例えばテーパ状の形状を
有することにより、剥離を抑制又は防止するように設計されている。例えば、一実施形態
においては、交差外側面の一部又は全部が剥離を抑制又は防止する角度で半径方向に接合
されている。例えば、一実施形態において、このシステムは、デバイスの中心以下の範囲
で外側面まで徐々に減少する厚さによって特徴付けられ、剥離を抑制又は防止する。例え
ば、一実施形態において、システムの外側縁部又はシステムの開口部の縁部等の縁部にお
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ける厚さは、システムの中心（又は、縁部間の中点）の厚さの少なくとも１／２未満、少
なくとも１／５未満、又は少なくとも１／１０未満である。一実施形態において、システ
ム全体の厚さは、システムの中点からシステムの外側縁部又はシステムの開口部の縁部等
の縁部まで実質的に漸近的に減少する。
【００１７】
　[0017]いくつかの実施形態において、本システムは、例えば生体ポリマー、熱硬化性ポ
リマー、ゴム、接着テープ、プラスチック、又はこれらの任意の組み合わせによる封入又
はパッケージングによって防水処理されている。例えば、実施形態において、このシステ
ムは、ポリイミド、コンフォーマルＱ、ビニル、アクリル、ポリジメチルシロキサン（Ｐ
ＤＭＳ）、ポリウレタン、ビニル、ポリスチレン、ポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ
）、又はポリカーボネートを含む封入層等の防水構造を備える。
【００１８】
　[0018]いくつかの実施形態において、本システムは、例えば搭載後に容易に廃棄可能な
易剥離性タブを内蔵することにより、組織面への展開を容易化する。
【００１９】
　[0019]一実施形態において、基板の内側面は、組織面の曲率に適合する。実施形態にお
いて、無機及び／又は有機構成要素は、無機及び／又は有機半導体構成要素、金属導体構
成要素、並びに無機半導体構成要素及び金属導体構成要素の組み合わせから選択される。
例えば、一実施形態において、無機構成要素はそれぞれ、基板の外周の縁部の１０ミリメ
ートル範囲内、任意選択として１ミリメートル範囲内に個別に配置されている。一実施形
態において、無機構成要素はそれぞれ、基板の開口部の縁部の１０ミリメートル範囲内、
いくつかの実施形態においてはこれ未満（例えば、任意選択として１ミリメートル範囲内
）に個別に配置されている。一実施形態において、無機構成要素はそれぞれ、基板の縁部
までの最短距離によって個別に特徴付けられ、無機構成要素の最短距離の平均は、１０ｍ
ｍ以下、任意選択として１ミリメートル以下である。
【００２０】
　[0020]本発明のいくつかの態様のシステム及び方法は、全体的な小型化の採用によって
、性能に悪影響を及ぼす応力若しくは歪みを生じない組織面との機械的に堅牢な界面の実
現並びに／又は組織に対する物理的な悪影響の最小化を図る。例えば、実施形態において
、組織搭載電子システムは、５００ｍｍ２以下、任意選択として３１５ｍｍ２以下、又は
、１ｍｍ２～５００ｍｍ２の範囲から選択され、任意選択として１ｍｍ２～３１５ｍｍ２

の範囲から選択される側方設置面積を有する。一実施形態において、組織の面積に対する
組織搭載電子システムの側方設置面積の比は、０．１以上である。一実施形態において、
組織搭載電子システムは、０．１ｍｇ・ｃｍ－２～１００ｍｇ・ｃｍ－２の範囲から選択
される面質量密度を有する。実施形態において、組織搭載電子システムは、５ミクロン～
５ミリメートル、任意選択として１２ミクロン～１ミリメートル、任意選択として５０ミ
クロン～９０ミクロン、又は例えば５０ミクロン超の範囲から選択される平均厚さを有す
る。一実施形態において、組織搭載電子システムは、０．１ｍｍ未満の全体最大厚さと、
０．０５ｍｍ～０．０９ｍｍの範囲から選択される厚さを有する少なくとも１つの領域と
を有する。例えば、ＮＦＣ（近距離無線通信）チップ又はＬＥＤ等の比較的厚い構成要素
を含む組織搭載電子システムの領域が０．１ｍｍ未満の厚さを与えていてもよく、基板の
み等の比較的薄い構成要素を含む組織搭載電子システムの領域が、０．０５ｍｍ～０．０
９ｍｍの範囲から選択される厚さ、又は０．０９ｍｍ未満若しくは０．０７ｍｍ未満の厚
さを与えていてもよい。
【００２１】
　[0021]本発明のいくつかの態様のシステム及び方法は、薄い可撓性の機能構成要素及び
基板を統合して、十分な機械的整合性を与えることにより、組織面の搭載部位で共形界面
を実現する。本発明の機械的に柔軟なシステムの利点として、複雑な外形の組織面及び／
又は時間に対して動的な組織面に適合可能であることが挙げられる。或いは、本発明は、
例えば手指の爪、歯、又は足指の爪等、適合的な物理的特性を有する組織種との一体化用
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の剛性機能構成要素及び／又は基板を統合した剛性システムを含む。本発明の機械的に剛
性なシステムの利点として、高機能のシステムがもたらされる点が挙げられ、薄くて機械
的に柔軟な構成では、操作中の潜在的な損傷に関する不都合が生じる可能性がある。
【００２２】
　[0022]実施形態において、組織搭載電子システムは、１０ｋＰａ～１００ＧＰａの範囲
から選択される平均弾性率、１０ｋＰａより大きな平均弾性率、任意選択として１００Ｇ
Ｐａより大きな平均弾性率を有する。実施形態において、組織搭載電子システムは、０．
１ｎＮｍ～１Ｎｍの範囲から選択される曲げ剛度を有する。一実施形態において、組織搭
載電子システムは、０．１ｎＮｍより大きな正味曲げ剛性、いくつかの用途の場合の任意
選択として１０ｎＮｍより大きな正味曲げ剛性、いくつかの用途の場合の任意選択として
１０００ｎＮｍより大きな正味曲げ剛性を有する。例えば、いくつかの実施形態において
、平均弾性率、曲げ剛度、又は曲げ剛性等、デバイスの１つ又は複数の機械的特性は、例
えば５倍の範囲内で搭載部位の組織の特性と一致する。例えば、実施形態において、この
システムは、組織面に一致する（例えば、手指の爪の曲率に一致する）湾曲又は曲面形状
等、剛性且つ固定形状であるため、組織面に適合する。実施形態において、組織搭載電子
システムは、１Ｎ／２５ｍｍ～５０Ｎ／２５ｍｍの範囲から選択される接着強度を有する
。或いは、組織搭載電子システムは、５０Ｎ／２５ｍｍ超又は６０Ｎ／２５ｍｍ超の接着
強度を有する。いくつかの実施形態においては、室温で２０分後に、特定用途の剥離粘着
力を調節可能である。
【００２３】
　[0023]本発明のシステムは、例えば多層デバイスを具備しており、電気的絶縁又は支持
層又は被膜等の構造層によって、電子的及び／又は光電子的に機能的なデバイス構成要素
を有する機能層が互いに分離されている。実施形態において、組織搭載電子システムは、
複数の機能層、支持層、封入層、平坦化層、又はこれらの任意の組み合わせを含む多層形
状を有する。実施形態において、組織搭載電子システムは、楕円形、長方形、円形、蛇行
形、及び／又は不規則形からなる群から選択される形状を有する。一実施形態において、
この形状は、横寸法の厚さに対する１０，０００未満のアスペクト比、いくつかの実施形
態の場合の任意選択として５０００～３の範囲から選択されるアスペクト比によって特徴
付けられる。
【００２４】
　[0024]本発明のシステム及び方法においては、様々な物理的及び化学的特性を有する基
板が有用である。本発明は、電気絶縁体、光学透明層、光学フィルタ、及び／又は機械的
支持層としての機能を有する基板を含む。実施形態において、基板の内側面は、組織面と
の共形接触を確立する３１５ｍｍ２以下の面積又は１９ｍｍ２～３１５ｍｍ２の範囲から
選択される面積を有する。一実施形態において、基板は、基板を通って延びた複数の開口
部を含む穿孔形状を有する。一実施形態において、基板は、不連続である。一実施形態に
おいて、開口部は、組織からデバイス中の気体及び流体の通過を可能にし、いくつかの実
施形態において、開口部は、組織面から離れる流体の移送を可能にする。一実施形態にお
いて、開口部はそれぞれ、１２ミクロン～５ミリメートル、２５ミクロン～１ミリメート
ル、又は５０ミクロン～５００ミクロンの範囲から選択される横寸法によって個別に特徴
付けられる。一実施形態において、基板には、４ｍｍ～０．２ｍｍ又は２ｍｍ～０．５ｍ
ｍの範囲から選択されるピッチで穿孔が分布している。一実施形態において、穿孔は、０
．１ｍｍ超且つ２ｍｍ未満又は０．２ｍｍ超且つ１ｍｍ未満の平均直径を有する円形開口
等の開口である。一実施形態において、基板は、１個／ｃｍ２～１００個／ｃｍ２の範囲
から選択される開口部の面密度を有する。一実施形態において、開口部は、基板の全体に
わたって実質的に空間均一分布で設けられている。一実施形態において、開口部は、基板
の全体メッシュ形状を与える。一実施形態において、開口部は、０．０１％以上、いくつ
かの実施形態の場合の任意選択として０．１％以上、１％以上、又は１０％以上の基板の
孔隙率を与える。一実施形態において、穿孔又は不連続基板は、少なくとも０．０１％の
開放エリア、少なくとも０．１％の開放エリア、少なくとも０．５％の開放エリア、少な
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くとも１％の開放エリア、少なくとも５％の開放エリア、又は少なくとも１０％の開放エ
リアを備える。一実施形態において、開口部はそれぞれ、１００μｍ２～１ｃｍ２、２０
０μｍ２～１ｍｍ２、又は５００μｍ２～０．５ｍｍ２の範囲から選択される断面積によ
って個別に特徴付けられる。
【００２５】
　[0025]実施形態において、基板は、可撓性の基板又は伸縮性の基板である。一実施形態
において、基板は、１０ｋＰａ～１００ＧＰａの範囲から選択される平均弾性率、１０ｋ
Ｐａより大きな平均弾性率、いくつかの用途の場合の任意選択として１０ｋＰより大きな
平均弾性率によって特徴付けられる。一実施形態において、基板は、１２ミクロン～５ミ
リメートル、２５ミクロン～１ミリメートル、又は５０ミクロン～９０ミクロンの範囲か
ら選択される平均厚さによって特徴付けられ、いくつかの実施形態においては、５００μ
超、いくつかの実施形態の場合の任意選択として１０００μ超の平均厚さによって特徴付
けられる。
【００２６】
　[0026]一実施形態において、基板は、１つ又は複数の薄膜、被膜、又は両方を備える。
例えば、いくつかの実施形態において、電子デバイス又はその構成要素上に被膜又は薄膜
が直接設けられ、いくつかの実施形態においては、物理的に直接接触している。ただし、
いくつかの実施形態においては、電子デバイスと被膜又は薄膜との間に配置された中間構
造上に被膜又は薄膜が設けられる。実施形態において、基板は、無機ポリマー、有機ポリ
マー、プラスチック、エラストマ、生体ポリマー、熱硬化性ポリマー、ゴム、接着テープ
、又はこれらの任意の組み合わせを含む。例えば、実施形態において、基板は、ポリイミ
ド、ポリジメチルシロキサン（ＰＤＭＳ）、ポリウレタン、セルロース紙、セルロースス
ポンジ、ポリウレタンスポンジ、ポリビニルアルコールスポンジ、シリコーンスポンジ、
ポリスチレン、ポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）、又はポリカーボネートを含む。
【００２７】
　[0027]様々な機能性電子デバイス構成要素及びデバイス統合方法が本方法及びシステム
に適合して、ウェアラブル電子機器における用途の拡大に対応する。例えば、一実施形態
において、このシステムは、電子デバイスを封入する１つ又は複数の封入層又は被膜をさ
らに備える。実施形態において、電子デバイスは、剛性デバイス、半剛性デバイス、可撓
性電子デバイス、又は伸縮性電子デバイスである。例えば、実施形態において、１つ又は
複数の無機又は有機構成要素はそれぞれ、１つ又は複数の薄膜、ナノリボン、マイクロリ
ボン、ナノ膜、又はマイクロ膜を個別に備える。一実施形態において、１つ又は複数の無
機又は有機構成要素は、単結晶無機半導体材料を個別に含む。
【００２８】
　[0028]例えば、一実施形態において、１つ又は複数の無機又は有機構成要素は、５ミク
ロン～５０００ミクロン、いくつかの用途の場合の任意選択として５０ミクロン～１００
０００ミクロン、いくつかの用途の場合の任意選択として５０ミクロン～２０００ミクロ
ンの範囲から選択される厚さを個別に有する。例えば、一実施形態において、１つ又は複
数の無機又は有機構成要素は、５ミクロンより大きな厚さ、いくつかの実施形態の場合の
任意選択として５０ミクロンより大きな厚さを個別に有する。一実施形態において、１つ
又は複数の無機又は有機構成要素は、湾曲形状（例えば、屈曲形状、コイル形状、交互形
状、又は蛇行形状）によって個別に特徴付けられる。一実施形態において、１つ又は複数
の無機又は有機構成要素は、１つ又は複数のアイランド及びブリッジ構造によって特徴付
けられる。
【００２９】
　[0029]実施形態において、電子デバイスは、複数の機能層、障壁層、支持層、及び封入
層を含む多層形状を有する。一実施形態において、電子デバイスは、システムの中立機械
表面に近接して設けられている。例えば、一実施形態において、電子デバイスは、光学的
センサ、電気化学的センサ、化学的センサ、機械的センサ、圧力センサ、電気的センサ、
磁気的センサ、歪みセンサ、温度センサ、熱センサ、湿度センサ、運動センサ（例えば、
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加速度計、ジャイロスコープ）、色センサ（比色計、分光計）、音響センサ、容量センサ
、インピーダンスセンサ、生物学的センサ、心電図検査センサ、筋電図検査センサ、脳波
検査センサ、電気生理学的センサ、光検出器、粒子センサ、気体センサ、空気汚染センサ
、放射線センサ、環境センサ、及び撮像デバイスからなる群から選択されるセンサ等、１
つ又は複数のセンサ又はその構成要素を備える。
【００３０】
　[0030]一実施形態において、電子デバイスは、例えば電磁放射、光学放射、音響放射、
電界、磁界、熱、ＲＦ（無線周波数）信号、電圧、化学的変化、又は生物学的変化を生成
するアクチュエータ又はその構成要素等、１つ又は複数のアクチュエータ又はその構成要
素を備える。実施形態において、１つ又は複数のアクチュエータ又はその構成要素は、加
熱器、光源、電極、音響アクチュエータ、機械的アクチュエータ、マイクロ流体システム
、ＭＥＭＳ（マイクロ電気機械）システム、ＮＥＭＳ（ナノ電気機械）システム、圧電ア
クチュエータ、誘導コイル、化学的変化若しくは生物学的変化をもたらし得る化学薬品を
含む容器、レーザ、並びに発光ダイオードからなる群から選択される。
【００３１】
　[0031]実施形態において、電子デバイスは、例えば電気化学電池、燃料電池、光電池、
無線電力コイル、熱電気環境発電機、キャパシタ、スーパーキャパシタ、１次電池、２次
電池、及び圧電環境発電機からなる群から選択されるエネルギー貯蔵システム又はその構
成要素等、１つ又は複数のエネルギー貯蔵システム又はその構成要素を備える。
【００３２】
　[0032]実施形態において、電子デバイスは、例えば送信機、受信機、送受信機、アンテ
ナ、及び近距離無線通信機器からなる群から選択される通信システム又はその構成要素等
、１つ又は複数の通信システム又はその構成要素を備える。
【００３３】
　[0033]実施形態において、電子デバイスは、例えば誘導コイル又は近距離無線通信コイ
ル等、１つ又は複数のコイルを備える。一実施形態において、近距離無線通信コイルはそ
れぞれ、５０ミクロン～２０ミリメートルの範囲から選択される直径を個別に有する。例
えば、一実施形態において、近距離無線通信コイルはそれぞれ、１ミクロン～５ミリメー
トル、１ミクロン～５００ミクロン、１ミクロン～１００ミクロン、５ミクロン～９０ミ
クロン、又は５０ミクロン～９０ミクロンの範囲から選択される平均厚さを個別に有する
。例えば、一実施形態において、近距離無線通信コイルのそれぞれは、平面構成から、１
ｍｍ～２０ｍｍの範囲から選択される曲率半径により特徴付けられる屈曲構成への変化に
際して、５０％未満、任意選択として２０％未満だけ変化する。一実施形態において、近
距離無線通信コイルはそれぞれ、３以上のＱ値により特徴付けられる。一実施形態におい
て、１つ又は複数のコイルは、基板又は１つ若しくは複数の封入層によって、少なくとも
部分的に封入されている。例えば、実施形態において、１つ又は複数のコイルは、環体及
び楕円環体からなる群から選択される形状を有する。一実施形態において、本発明の組織
搭載システムは、少なくとも２つの層状コイルを備えており、当該コイルが誘電体層によ
って分離されている。
【００３４】
　[0034]いくつかの実施形態において、システムへの情報伝達及び／又はシステムからの
情報伝達は、例えば近接非接触カード用のＩＳＯ１４４４３、近傍非接触カード用のＩＳ
Ｏ１５６９３、ＲＦＩＤ及びＥＰＣグローバルクラス１・第２世代（＝１８０００－６Ｃ
）用のＩＳＯ１８０００シリーズ等のＩＳＯ規格によって無線で行われる。
【００３５】
　[0035]一態様において、本発明の組織搭載システムは、搭載プラットフォームをさらに
備えることにより、１つ又は複数の組織面との効果的な統合をもたらす。例えば、いくつ
かの実施形態において、搭載プラットフォームは、上記組織の表面との接触を確立する外
部面と、上記電子デバイス及び基板を支持する内部面とを有する。一実施形態において、
搭載プラットフォームは、システム自体の基板構成要素である。一実施形態において、上
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記搭載プラットフォームは、手指の爪の表面との共形接触の確立等、上記組織面との共形
接触を確立するためのものである。本発明は、剛性又は可撓性の搭載プラットフォーム構
成要素を含む。一実施形態において、搭載プラットフォームは、人工装具である。一実施
形態において、搭載プラットフォームは、接着テープである。一実施形態において、搭載
プラットフォームは、手指の偽爪である。
【００３６】
　[0036]いくつかの実施形態において、このシステムは、例えば１つ又は複数のＬＥＤ構
成要素をさらに備えることにより、デバイス機能又は審美性を示すことができる。例えば
、一実施形態において、このシステムは、リーダから除去された後にオンを持続するよう
に設計された１つ又は複数のＬＥＤを具備する。例えば、一実施形態において、このシス
テムは、フェイクネイル又はマニキュア等の爪被覆に組み込み又は封入されている。例え
ば、一実施形態において、このシステムは、例えばカムフラージュ機能のために組織と形
状及び色が一致するカバー層又はパッケージングを具備する。
【００３７】
　[0037]いくつかの実施形態においては、プライバシのため、個々のデバイスに一意の暗
号化された識別番号を格納する専用チップを本発明が有する。また、チップは、絶えず変
化する動作固有のセキュリティコードを有する。暗号化されたデバイス番号は、患者のヘ
ルスケア情報を非公表とするのに役立つ。臨床医、病院経営者、及び保険業者だけがこの
情報にアクセスできるユーザである。緊急の場合、病院職員は、行方不明の患者の迅速な
発見及び／又は患者のバイタルサインの観察が可能である。
【００３８】
　[0038]本明細書に開示のシステム及び方法は、用途が広く、様々な種類の組織に対して
幅広い生物学的機能を実行する。また、本発明は、多様な外部電子デバイスとの通信に用
いられるようになっていてもよい。例えば、一実施形態において、基板の内側面は、外部
組織を含む組織面との共形接触を確立することができる。実施形態において、外部組織は
、皮膚、手指の爪、足指の爪、歯、毛、又は耳たぶである。一実施形態において、毛とし
ては、装着者の頭部の髪の毛、眉毛、又は体毛が挙げられるが、これらに限定されない。
例えば、実施形態において、基板の内側面は、アクリル、シリコーン、ＡＣＰ、コンフォ
ーマルＱ、無鉛ハンダ、又はこれらの任意の組み合わせ等の接着剤によって組織面に接合
される。一実施形態において、このシステムは、例えばパスワード認証、電子商取引、又
はバイオセンシング用の近距離無線通信機器等をさらに備える。一実施形態において、近
距離無線通信機器は、コンピュータ又はモバイル電子機器との通信用である。
【００３９】
　[0039]一態様において、本発明は、センシング、作動、又は通信のための方法であって
、（ｉ）組織搭載電子システムを組織面に設けるステップであり、組織搭載電子システム
が、（ａ）内側面及び外側面を有する基板と、（ｂ）基板の外側面により支持される１つ
又は複数の無機構成要素、有機構成要素、又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む
電子デバイスであり、５ミリメートル以下、任意選択として１０ミリメートル以下の厚さ
を有し、実質的な剥離なく組織との長期にわたる共形統合をもたらすのに十分小さな横寸
法を有する、電子デバイスと、を備える、ステップと、（ｉｉ）組織搭載電子システムを
用いてセンシング、作動、又は通信を行うステップと、を含む、方法である。
【００４０】
　[0040]一態様において、本発明は、センシング、作動、又は通信のための方法であって
、（ｉ）組織搭載電子システムを組織面に設けるステップであり、組織搭載電子システム
が、（ａ）内側面及び外側面を有する基板と、（ｂ）基板の外側面により支持される１つ
又は複数の無機構成要素、有機構成要素、又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む
電子デバイスであり、５ミリメートル以下、任意選択として１０ミリメートル以下の厚さ
を有し、実質的な炎症も免疫反応もなく組織との共形統合をもたらすのに十分小さな横寸
法を有する、電子デバイスと、を備える、ステップと、（ｉｉ）組織搭載電子システムを
用いてセンシング、作動、又は通信を行うステップと、を含む、方法である。
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【００４１】
　[0041]一態様において、本発明は、センシング、作動、又は通信のための方法であって
、（ｉ）組織搭載電子システムを組織面に設けるステップであり、組織搭載電子システム
が、（ａ）内側面及び外側面を有する基板と、（ｂ）基板の外側面により支持される１つ
又は複数の無機構成要素、有機構成要素、又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む
電子デバイスであり、５ミリメートル以下、任意選択として１ミリメートル以下の厚さを
有し、当該システムが搭載される組織面からの熱及び流体の交換を実質的に変化させるこ
となく組織との共形統合をもたらすのに十分小さな横寸法を有する、電子デバイスと、を
備える、ステップと、（ｉｉ）組織搭載電子システムを用いてセンシング、作動、又は通
信を行うステップと、を含む、方法である。
【００４２】
　[0042]一態様において、本発明は、センシング、作動、又は通信のための方法であって
、（ｉ）組織搭載電子システムを組織面に設けるステップであり、組織搭載電子システム
が、（ａ）内側面及び外側面を有する基板と、（ｂ）基板の外側面により支持される１つ
又は複数の無機構成要素、有機構成要素、又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む
電子デバイスであり、５ミリメートル以下、任意選択として１０ミリメートル以下の厚さ
を有し、組織からの除去に際して機能的に動作不能となるように組織との共形統合をもた
らすのに十分小さな横寸法を有する、電子デバイスと、を備える、ステップと、（ｉｉ）
組織搭載電子システムを用いてセンシング、作動、又は通信を行うステップと、を含む、
方法である。
【００４３】
　[0043]一態様において、本発明は、センシング、作動、又は通信のための方法であって
、（ｉ）組織搭載電子システムを組織面に設けるステップであり、組織搭載電子システム
が、（ａ）内側面及び外側面を有する基板であり、当該基板の内側面が組織面との接触を
確立するためのものである、基板と、（ｂ）外側面により支持され、基板の縁部（例えば
、外周縁部又は外周から離れて配置された切り取り領域の縁部）の１０ミリメートル、任
意選択として１ミリメートル範囲内に個別に配置される１つ又は複数の無機構成要素、有
機構成要素、又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスと、を備え、組
織搭載電子デバイスが、２０ミリメートル以下の横寸法及び５ミリメートル以下、いくつ
かの用途の場合の任意選択として１０ミリメートル以下の厚さを有する、ステップと、（
ｉｉ）組織搭載電子システムを用いてセンシング、作動、又は通信を行うステップと、を
含む、方法である。
【００４４】
　[0044]本発明は、ウェアラブル電子機器の様々な用途に対応する搭載方法を含む。例え
ば、一実施形態において、組織面は、人間の対象又は人間以外の対象等の対象の外部組織
を含む。例えば、一実施形態において、外部組織は、６ｍｍ／月以下、いくつかの実施形
態の場合は０．１ｍｍ／日以下の成長率により特徴付けられる。例えば、一実施形態にお
いて、外部組織は、１回／日以下、いくつかの実施形態の場合は０．１ｍｍ／日以下の剥
離率により特徴付けられる。例えば、一実施形態において、外部組織は、１０ｋＰａ以上
、いくつかの実施形態の場合の任意選択として１０ＭＰａ以上の弾性率により特徴付けら
れる。例えば、一実施形態において、外部組織は、０．１ｎＮｍ以上、いくつかの実施形
態の場合の任意選択として１００ｎＮｍ以上又は１０００ｎＮｍ以上の曲げ剛性により特
徴付けられる。例えば、一実施形態において、組織面は、１ｍｍ～２５ｍｍの範囲から選
択される曲率半径により特徴付けられる。
【００４５】
　[0045]例えば、一実施形態において、上記組織は、人間の組織である。例えば、一実施
形態において、組織は、人間の対象の皮膚、手指の爪、歯、毛、又は耳たぶである。例え
ば、一実施形態において、組織は、表皮組織ではない。例えば、一実施形態において、組
織は、内部組織ではない。例えば、一実施形態において、組織は、例えば家畜又は獣医学
用の人間以外の動物の組織等、人間以外の組織である。例えば、一実施形態において、組
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織は、例えば農業用の植物（例えば、葉及び／又は根）の組織等、人間以外の組織である
。
【００４６】
　[0046]一実施形態において、センシング、作動、又は通信は、例えば近距離無線通信信
号の生成又は受信を含み、当該近距離無線通信信号がコンピュータ又は携帯電子機器によ
って受信又は生成される。例えば、一実施形態において近距離無線通信信号は、パスワー
ド認証、電子商取引、又はバイオセンシング用である。
【００４７】
　[0047]例えば、一実施形態において、センシング、作動、又は通信は、組織の生理学的
、電気生理学的、化学的、熱的、又は光学的特性等、１つ又は複数の組織特性のセンシン
グを含む。例えば、一実施形態において、センシング、作動、又は通信は、組織からの生
体液の１つ又は複数の物理的又は化学的特性のセンシングを含む。
【００４８】
　[0048]例えば、一実施形態において、センシング、作動、又は通信は、組織の作動を含
む。例えば、一実施形態において、作動は、組織の静電的、熱的、光学的、音響的、磁気
的、又は化学的作動を含む。
【００４９】
　[0049]例えば、一実施形態において、１つ又は複数の特性を検知するステップは、離散
的且つ実質的に瞬時的な信号を検知すること又は所定時間にわたって取得された累積信号
を検知することを含む。
【００５０】
　[0050]一実施形態においては、互いに空間的に分散した複数の組織搭載システムが空間
的又は時空的に変化する特性を示すデータを提供するようになっていてもよい。
【００５１】
　[0051]一態様において、本発明は、外部機器に対してユーザを認証する方法であって、
組織搭載電子システムを組織面に設けるステップであり、組織搭載電子システムが、内側
面及び外側面を有する基板と、基板の外側面（例えば、外周縁部又は外周から離れて配置
された切り取り領域の縁部）により支持される１つ又は複数の無機構成要素、有機構成要
素、又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスと、を備える、ステップ
と、組織搭載電子システムを用いた通信により、認証信号を外部機器に提供するステップ
と、を含む、方法である。一実施形態においては、認証信号の受信に際して、外部機器は
、ユーザが当該外部機器にアクセスして操作することを許可する。例えば、外部機器は、
コンピュータ、電話、銃、薬瓶、ドア、車両、金庫、施錠箱、回転ドア、ゲート、エレベ
ータ、又は錠であってもよい。
【００５２】
　[0052]一態様において、本発明は、電子決済を行う方法であって、組織搭載電子システ
ムを組織面に設けるステップであり、組織搭載電子システムが、内側面及び外側面を有す
る基板と、基板の外側面（例えば、外周縁部又は外周から離れて配置された切り取り領域
の縁部）により支持される１つ又は複数の無機構成要素、有機構成要素、又は無機及び有
機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスと、を備える、ステップと、組織搭載電子シ
ステムを用いた通信により、決済情報を外部機器に提供するステップと、を含む、方法で
ある。
【００５３】
　[0053]一態様において、本発明は、ユーザ整合性を保証する方法であって、組織搭載電
子システムを組織面に設けるステップであり、組織搭載電子システムが、内側面及び外側
面を有する基板と、基板の外側面（例えば、外周縁部又は外周から離れて配置された切り
取り領域の縁部）により支持される１つ又は複数の無機構成要素、有機構成要素、又は無
機及び有機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスと、を備える、ステップと、組織搭
載電子システムの位置及び識別情報を示す信号を外部機器に伝えるステップと、を含む、
方法である。
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【００５４】
　[0054]一態様において、本発明は、デジタルコンテンツを移転する方法であって、組織
搭載電子システムを組織面に設けるステップであり、組織搭載電子システムが、内側面及
び外側面を有する基板と、基板の外側面（例えば、外周縁部又は外周から離れて配置され
た切り取り領域の縁部）により支持される１つ又は複数の無機構成要素、有機構成要素、
又は無機及び有機構成要素の組み合わせを含む電子デバイスと、を備える、ステップと、
組織搭載電子システムを用いた通信により、デジタルコンテンツを示す信号を組織搭載電
子システムから外部機器に伝えるステップと、を含む、方法である。
【００５５】
　[0055]一実施形態において、電子デバイスは、組織からの除去に際して機能的に動作不
能となる。例えば、一実施形態において、電子デバイスは、デバイス構成要素の少なくと
も一部の物理的破壊又は変形によって機能的に動作不能となる。別の実施形態において、
電子デバイスは、障壁又は封入層の除去により、デバイス構成要素の少なくとも一部を外
部環境に曝露することによって機能的に動作不能となる。本実施形態によれば、曝露され
たデバイス構成要素は、外部環境中の要素によって物理的又は化学的に除去されるように
なっていてもよい。破壊、変形、又は曝露され得る例示的なデバイス構成要素としては、
相互配線、コイル、基板、又はこれらの組み合わせが挙げられるが、これらに限定されな
い。一実施形態において、変形には、当該システムの基板の内側面に向かう４ｍｍ以上の
曲率の変化を含む。一実施形態において、変形には、当該システムの基板の内側面から離
れる曲率の変化を含む。
【００５６】
　[0056]一実施形態において、電子デバイスは、測定された生理学的特性の値が閾値ウィ
ンドウ外となった場合に機能的に動作不能となる。一実施形態において、生理学的特性は
、温度、ｐＨレベル、グルコース、パルスオキシメトリ、心拍数、呼吸数、血圧、動脈血
酸素飽和度（ＳｐＯ２）、及びこれらの組み合わせからなる群から選択されるようになっ
ていてもよい。例えば、デバイスの装着者の通常の基礎体温を下回る温度は、デバイスが
組織から除去されたことを示していてもよく、パルス又は心拍数がゼロである場合は、装
着者が死亡しているため、デバイスが動作不能になるはずであることを示していてもよい
。動作不能は、電子デバイスから外部機器への（例えば、個人識別情報又は決済情報等の
安全な情報の）送信を止める命令を起動するデバイスのマイクロプロセッサ又は過剰な電
力を電子デバイスの構成要素に供給して当該構成要素を電気的に破壊することにより機能
的な動作不能をもたらすことによって実現されるようになっていてもよい。
【００５７】
　[0057]一実施形態において、電子デバイスは、所定時間後、設定回数使用後、又は設定
回数試行後の適正認証拒否時に機能的に動作不能となる。例えば、電子デバイスは、設定
時間後、設定回数使用後、又は設定回数試行後の適正認証拒否時に自己破壊又は使用不能
となるようになっていてもよい。一実施形態においては、所定時間、許容範囲の使用、又
は認証試行が電子デバイスのマイクロコントローラにプログラムされており、動作不能は
、電子デバイスから外部機器への送信を止める命令を起動するデバイスのマイクロプロセ
ッサ又は過剰な電力を電子デバイスの構成要素に供給して当該構成要素を電気的に破壊す
ることにより機能的な動作不能をもたらすことによって実現されるようになっていてもよ
い。
【００５８】
　[0058]本明細書においては、任意特定の理論に縛られることなく、本明細書に開示のデ
バイス及び方法に関する基本原理の考え又は思想を論じる場合がある。如何なる機械論的
説明又は仮説の究極の正しさにも関わらず、本発明の一実施形態が効果的且つ有用となり
得る。
【図面の簡単な説明】
【００５９】
【図１】[0059]（１Ａ）手指の爪に搭載するＮＦＣデバイスを備えた組織搭載システムの
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模式上面図である。[0060]（１Ｂ）手指の爪に搭載するＮＦＣデバイスを備えた組織搭載
システムの模式側方分解図である。
【図２】[0061]ＬＥＤを備えた場合及び備えない場合の可撓性ｍｍ－ＮＦＣデバイスの模
式図及び画像である。（ａ）（ｂ）デバイスの写真であり、（ｃ）赤色破線のボックスで
示した（ｂ）の領域の走査型電子顕微鏡画像である。（ｄ）コイルの一部の断面ＳＥＭ画
像である。（ｅ）手指の爪に搭載されたデバイスの各層の模式分解図である。（ｆ）ピン
セットによってある縁部に保持された自立デバイスの写真である。
【図３】[0062]異なる曲率半径となるように曲げられた可撓性ｍｍ－ＮＦＣデバイスの電
磁特性の実験及びシミュレーション結果を示した図である。（ａ）異なる曲率のデバイス
の上面図及び３Ｄ図である。（ｂ）曲率半径の関数として測定したコイルの位相応答であ
り、（ｃ）対応するシミュレーション結果である。（ｄ）曲率半径に応じて測定及びシミ
ュレーションした共鳴周波数の変化である。（ｅ）曲率半径に応じて測定及びシミュレー
ションしたＱ値の変化である。
【図４】[0063]楕円形状のｍｍ－ＮＦＣデバイスの電磁特性の実験及びシミュレーション
結果を示した図である。（ａ）異なる離心率（すなわち、長軸の短軸に対する比ｂ／ａ）
の楕円ｍｍ－ＮＦＣデバイスの写真である。（ｂ）離心率の関数として測定したコイルの
位相応答であり、（ｃ）対応するシミュレーション結果である。（ｄ）ｂ／ａに応じて測
定及びシミュレーションした共鳴周波数の変化である。（ｅ）ｂ／ａに応じて測定及びシ
ミュレーションしたＱ値の変化である。
【図５】[0064]印加した歪みに対する可撓性ｍｍ－ＮＦＣデバイスの機械的応答の実験及
びシミュレーション結果を示した図である。（ａ）メカニカルステージを用いた力の印加
によって変形（中央）、伸長（左）、及び圧縮（右）された柔軟なシリコン基板上に搭載
された代表的なデバイスの写真である。（ｂ）印加応力の対応するＦＥＡ結果を示した下
枠である。（ｃ）異なるサイクル数の単軸伸長（２０％まで）／圧縮（２０％まで）後に
測定した位相応答である。（ｄ）ｍｍ－ＮＦＣデバイスの直径に応じたエネルギー解放率
のプロットである。（ｅ）挟持モード変形中の皮膚に搭載されたデバイスの写真である。
（ｆ）デバイスの近くのシミュレーション応力分布である。
【図６】[0065]異なる用途の可能性を提案する身体上のｍｍ－ＮＦＣデバイスの様々な統
合点の写真である。（ａ）手指の爪上のデバイスの写真である。（ｂ）スマートフォンの
ロック解除への適用の写真であり、（ｃ）（マウスを用いた）コンピュータのロック解除
への適用の写真である。（ｄ）統合ＬＥＤが手指の爪に搭載された一組のデバイスの写真
である。（ｅ）（ｆ）統合的な温度センシングを可能とする耳の後ろの皮膚に搭載された
デバイスの写真及び温度センシングを可能にするデバイスの（はめ込み）写真である。（
ｇ）歯上のデバイスの写真であり、（ｈ）水に沈めたデバイスの写真である。
【図７】[0066]異なる曲げ曲率半径によって共鳴周波数のシフトを決定するｍｍ－ＮＦＣ
デバイスのコイルの実効インダクタンスを示した図である。
【図８】[0067]（ａ）３つのｍｍ－ＮＦＣデバイスの反射減衰スペクトルである。（ｂ）
１次コイルとｍｍ－ＮＦＣデバイスとの間の通信におけるｍｍ－ＮＦＣデバイスのサイズ
効果を解析するための１次コイルの位相の変化である。
【図９】[0068]測定用の１次コイル及びｍｍ－ＮＦＣデバイスを示した図である。～２ｍ
ｍの垂直距離でｍｍ－ＮＦＣデバイスが１次コイルの中心に配置される。
【図１０】[0069]手指の爪に搭載するシリコンＣＭＯＳデバイスを特徴付ける画像及び実
験結果を示した図である。優れた接着性を示すシアノアクリレートによって手指の爪の表
面に接合された。およそ２．５カ月の時間枠にわたって実現された良好な電子的性能を実
証したプロットである。
【図１１】[0070]手指の爪の認証デバイスの設計画像である。小型様式で設けられたＮＦ
Ｃコイル及びＮＦＣチップ構成要素を備えた手指の爪に搭載するシステムを左側のパネル
に示す。同じく小型様式で設けられた環境発電ＬＥＤインジケータをさらに備えた手指の
爪に搭載するシステムを右側のパネルに示す。
【図１２】[0071]手指の爪に搭載するＮＦＣシステムの計算Ｑ値を特徴付ける設計情報の
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概要を示した図である。この図に示されるように、ＮＦＣコイルの厚さ及び直径を含む多
くの変数によってＱ値が決まる。携帯電話等のモバイル電子機器との通信に高いＱ値が有
効である。
【図１３】[0072]手指の爪に搭載する一連のＮＦＣシステム設計に対する周波数の関数と
してのＳ２１（ｄＢ０）のプロットである。Ｓａｍｓｕｎｇの携帯電話の１次ＮＦＣコイ
ルと手指の爪に搭載するＮＦＣシステムの２次ＮＦＣコイルとの間で移動する電力をＳ２
１が表す。１次及び２次コイル間の距離が５ｍｍに設定される。
【図１４】[0073]コンピュータに対してユーザを認証するマウスと併せて使用する、手指
の爪に搭載するＮＦＣシステムを示した図である。
【図１５】[0074]曲率半径の関数として電磁特性の概要を示した図である。これらの結果
は、手指の爪の曲率に関わらず、手指の爪に搭載するＮＦＣシステムが同様の範囲で動作
することを立証する。
【図１６】[0075]組織搭載用途として本発明の２５２個のＮＦＣシステムを備えた６イン
チ×９インチのテストパネルの画像を示した図である。
【図１７】[0076]Ａ～Ｆは、本発明の組織搭載システムの模式図である。
【図１８】[0077]銃器の使用に関する認証用に手指の爪に搭載された組織搭載ＮＦＣデバ
イスの模式図である。
【図１９】[0078]本発明のデバイスを構成する方法を示したプロセスフロー図である。
【図２０】[0079]携帯電話等のモバイル機器に対する本発明のデバイスのインターフェー
スを示した図である。
【図２１】[0070]病院及び臨床環境における本デバイスの例示的な用途を説明した図であ
る。
【図２２】[0081]本発明の超小型ＵＶセンサの写真及びデバイス模式図（はめ込み）であ
る。
【図２３】[0082]皮膚又は爪搭載センサ用の本発明のデバイスに関して、ＵＶ光線療法に
おける曝露の例示的な用途を示した模式図である。
【図２４】[0083]ＮＩＣＵにおける光線療法に関して、本発明のデバイスの例示的な用途
を示した模式図である。
【図２５】[0084]感染症整合性に関して、本発明のデバイスの例示的な用途を示した模式
図である。
【図２６】[0085]感染症整合性に関して、本発明のデバイスの例示的な用途を示した模式
図である。
【図２７】[0086]感染症整合性に関して、本発明のデバイスの例示的な用途を示した模式
図である。
【図２８】[0087]パルスオキシメトリ及び比色計に関して、本発明のデバイスの例示的な
用途を示した模式図である。
【図２９】[0088]パルスレートモニタリングに関して、本発明のデバイスの例示的な用途
を示した模式図である。
【図３０】[0089]オキシメトリに関して、本発明のデバイスの例示的な用途を示した模式
図である。
【図３１】[0090]手指の爪のオキシメトリに関して、本発明のデバイスを示した模式図で
ある。
【図３２】[0091]プルタブ構成による展開を利用した本発明のデバイスを示した模式図で
ある。
【図３３】[0092]認証に関して、本発明のデバイスの例示的な用途を示した模式図である
。
【図３４】[0093]本発明のデバイスの例示的な用途を示した模式図である。
【００６０】
［発明の詳細な説明］
　[0094]一般的に、本明細書に使用の用語及び表現は、当該技術分野において承認された
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それぞれの意味を有しており、当業者が把握している標準的なテキスト、ジャーナル文献
、及びコンテキストを参照すれば見つけられる。以下の定義は、本発明の背景におけるそ
れぞれの特定用途を明確化するためのものである。
【００６１】
　[0095]用語「可撓性」及び「屈曲性」は、本明細書において同義的に使用しており、材
料、構造、デバイス、又はデバイス構成要素の破壊点を特徴付ける歪み等、非常に高いレ
ベルの歪みを導く変形を受けることなく、材料、構造、デバイス、又はデバイス構成要素
を湾曲又は屈曲形状に変形する能力を表す。例示的な一実施形態において、可撓性の材料
、構造、デバイス、又はデバイス構成要素は、歪みの影響を受ける領域に５％以上、いく
つかの用途では１％以上、さらに別の用途では０．５％以上の歪みを導くことなく、湾曲
形状に変形されるようになっていてもよい。本明細書においては、必ずしもすべてではな
く、いくつかの可撓性構造が伸縮性でもある。本発明の可撓性構造（例えば、デバイス構
成要素）は、低弾性率、曲げ剛性、及び曲げ剛度等の材料特性、小さな平均厚さ（例えば
、１００ミクロン未満、任意選択として１０ミクロン未満、任意選択として１ミクロン未
満）等の物理的寸法、並びに薄膜及びメッシュ形状等のデバイス形状といった多様な特性
により与えられる。
【００６２】
　[0096]用語「組織」は、動物又は植物を構成する任意の種類の物質を記述するのに広く
用いており、例えば特殊化した細胞及びそれぞれの生成物からなる。本明細書において、
組織は、同一又は相補機能を実質的に実行する細胞等、１つ又は複数の器官に対応する細
胞を表していてもよい。本明細書において言及する組織は、人間及び人間以外の動物（例
えば、家畜、獣医学用の動物等）を含む動物並びに植物に対応していてもよい。本明細書
において言及する組織は、生体細胞又は死滅細胞に対応していてもよく、爪体（例えば、
手指の爪、足指の爪、蹄、角等）が挙げられるが、これに限定されない。組織の例として
は、皮膚、手指の爪、足指の爪、歯、骨、毛、又は耳たぶが挙げられる。
【００６３】
　[0097]「伸縮性」は、材料、構造、デバイス、又はデバイス構成要素を破壊なく歪ませ
る能力を表す。例示的な一実施形態において、伸縮性の材料、構造、デバイス、又はデバ
イス構成要素は、破壊を伴わない０．５％超の歪み、いくつかの用途では破壊を伴わない
１％超の歪み、さらに別の用途では破壊を伴わない３％超の歪みを受けるようになってい
てもよい。本明細書においては、多くの伸縮性構造が可撓性でもある。いくつかの伸縮性
構造（例えば、デバイス構成要素）は、圧縮、伸長、及び／又は捩じりによって破壊を伴
わずに変形できるように設計されている。伸縮性構造としては、エラストマ等の伸縮性の
材料を含む薄膜構造、伸長、圧縮、及び／若しくは捩じり運動が可能な屈曲構造、並びに
アイランド／ブリッジ形状を有する構造が挙げられる。伸縮性のデバイス構成要素として
は、伸縮性の電気的相互配線等、伸縮性の相互配線を有する構造が挙げられる。
【００６４】
　[0098]「機能層」は、何らかの機能をデバイスに付与するデバイス包含層を表す。例え
ば、機能層は、半導体層等の薄膜であってもよい。或いは、機能層は、支持層により分離
された複数の半導体層等、複数の層を含んでいてもよい。また、機能層は、デバイス受容
パッド又はアイランド間に延びた相互配線等、複数のパターン化要素を含んでいてもよい
。機能層は、不均質であってもよいし、不均一な１つ又は複数の特性を有していてもよい
。「不均一な特性」は、空間的に変動することで多層デバイス内の中立機械表面（ＮＭＳ
）の位置に影響し得る物理的パラメータを表す。
【００６５】
　[0099]「半導体」は、低温では絶縁体であるものの、約３００ケルビンの温度では相当
の導電性を有する任意の材料を表す。本明細書において、半導体という用語の使用は、マ
イクロエレクトロニクス及び電子デバイスの技術分野におけるこの用語の使用と整合する
ことを意図している。有用な半導体としては、シリコン、ゲルマニウム、及びダイヤモン
ド等の元素半導体並びにＳｉＣ及びＳｉＧｅ等のＩＶ族化合物半導体、ＡｌＳｂ、ＡｌＡ
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ｓ、ＡｌＮ、ＡｌＰ、ＢＮ、ＧａＳｂ、ＧａＡｓ、ＧａＮ、ＧａＰ、ＩｎＳｂ、ＩｎＡｓ
、ＩｎＮ、及びＩｎＰ等のＩＩＩ－Ｖ族半導体、ＡｌｘＧａ１－ｘＡｓ等のＩＩＩ－Ｖ族
三元半導体、ＣｓＳｅ、ＣｄＳ、ＣｄＴｅ、ＺｎＯ、ＺｎＳｅ、ＺｎＳ、及びＺｎＴｅ等
のＩＩ－ＶＩ族半導体、ＣｕＣｌ等のＩ－ＶＩＩ族半導体、ＰｂＳ、ＰｂＴｅ、及びＳｎ
Ｓ等のＩＶ－ＶＩ族半導体、ＰｂＩ２、ＭｏＳ２、及びＧａＳｅ等の層半導体、並びにＣ
ｕＯ及びＣｕ２Ｏ等の酸化物半導体といった化合物半導体を含むものが挙げられる。半導
体という用語には、真性半導体並びにｐ型ドーピング材料及びｎ型ドーピング材料を有す
る半導体等、１つ又は複数の選択材料をドープした外因性半導体を含むことにより、所与
の用途又はデバイスに役立つ有益な電子的特性を提供する。また、半導体という用語には
、半導体及び／又はドーパントの混合物を含む複合材料を含む。いくつかの実施形態に役
立つ具体的な半導体材料としては、Ｓｉ、Ｇｅ、ＳｉＣ、ＡｌＰ、ＡｌＡｓ、ＡｌＳｂ、
ＧａＮ、ＧａＰ、ＧａＡｓ、ＧａＳｂ、ＩｎＰ、ＩｎＡｓ、ＧａＳｂ、ＩｎＰ、ＩｎＡｓ
、ＩｎＳｂ、ＺｎＯ、ＺｎＳｅ、ＺｎＴｅ、ＣｄＳ、ＣｄＳｅ、ＺｎＳｅ、ＺｎＴｅ、Ｃ
ｄＳ、ＣｄＳｅ、ＣｄＴｅ、ＨｇＳ、ＰｂＳ、ＰｂＳｅ、ＰｂＴｅ、ＡｌＧａＡｓ、Ａｌ
ＩｎＡｓ、ＡｌＩｎＰ、ＧａＡｓＰ、ＧａＩｎＡｓ、ＧａＩｎＰ、ＡｌＧａＡｓＳｂ、Ａ
ｌＧａＩｎＰ、及びＧａＩｎＡｓＰが挙げられるが、これらに限定されない。センサ並び
に発光ダイオード（ＬＥＤ）及び固体レーザ等の発光材料の分野において、本明細書に記
載の態様の用途には、多孔性のシリコン半導体材料が有用である。半導体材料の不純物は
、（１つ若しくは複数の）半導体材料自体以外の原子、元素、イオン、及び／若しくは分
子、又は半導体材料に与えられる任意のドーパントである。不純物は、半導体材料の電子
的特性に悪影響を及ぼし得る半導体材料中の望ましくない材料であり、酸素、炭素、及び
重金属を含む金属が挙げられるが、これらに限定されない。重金属不純物としては、周期
律表の銅と鉛との間の元素群、カルシウム、ナトリウム、並びにこれらのすべてのイオン
、化合物、及び／若しくは錯体が挙げられるが、これらに限定されない。
【００６６】
　[0100]「一致」は、２つ以上の物体、平面、又は表面、例えば機能層、基板層等の層に
配置又は隣接した中立機械表面（ＮＭＳ）又は中立機械平面（ＮＭＰ）等の表面の相対位
置を表す。一実施形態において、ＮＭＳ又はＮＭＰは、層内の最も歪みの影響を受ける層
又は材料に対応するように配置されている。「近接」は、例えばＮＭＳ又はＮＭＰ等、歪
みの影響を受ける材料の物性に悪影響を及ぼすことなく、所望の可撓性又は伸縮性を依然
として提供しつつ、機能層、基板層等の層の位置に厳密に従う２つ以上の物体、平面、又
は表面の相対位置を表す。一般的に、歪みの影響を受け易いために破壊に至る最初の層と
なる傾向の層は、相対的に脆い半導体等の歪みの影響を受けるデバイス要素を含む機能層
等に配置されている。ある層に近接するＮＭＳ又はＮＭＰは、当該層内に制約される必要
はないものの、近接又は十分近傍に配置されて、歪みの影響を受けるデバイスが折り畳ま
れた場合のデバイス要素の歪みを低減するという機能上の便益を提供するようにしてもよ
い。
【００６７】
　[0101]この態様において、「歪みの影響を受ける」は、比較的低レベルの歪みに応答し
て破壊或いは損傷する材料を表す。一態様において、ＮＭＳは、機能層に一致又は近接す
る。一態様において、ＮＭＳは、機能層に一致しており、ＮＭＳに沿ったすべての横方向
位置に関して、歪みの影響を受ける材料を含む機能層内にＮＭＳの少なくとも一部が配置
されることを表す。一態様において、ＮＭＳは、機能層に近接しており、機能層と一致し
ない場合もあるが、ＮＭＳの位置によって、機能層に加わりかねない歪みの実質的な低減
等の機械的な便益が機能層にもたらされる。例えば、近接ＮＭＳの位置は任意選択として
、曲率半径がミリメートル又はセンチメートルのオーダとなるように折り畳まれたデバイ
ス等、歪みの影響を受ける材料の歪みを所与の折り畳み構成で少なくとも１０％、２０％
、５０％、又は７５％低減する当該材料からの距離として規定される。別の態様において
、近接ＮＭＳの位置は、数ｍｍ未満、２ｍｍ未満、１０μｍ未満、１μｍ未満、又は１０
０ｎｍ未満等、歪みの影響を受ける材料からの距離等の絶対項において規定可能である。



(29) JP 2018-524677 A 2018.8.30

10

20

30

40

50

別の態様において、近接層の位置は、歪を受ける包含層に最も近い層の５０％、２５％、
又は１０％範囲内等、歪みの影響を受ける材料に隣接した層に対して規定される。一態様
において、近接ＮＭＳは、機能層に隣接した層内に含まれる。
【００６８】
　[0102]「構成要素」は、デバイスの個々の部分を表すのに広く用いている。
【００６９】
　[0103]「センシング」は、物理的及び／又は化学的特性の有無、量、大きさ、又は強度
の検出を表す。有用なセンシング用デバイス構成要素としては、電極素子、化学又は生物
センサ素子、ｐＨセンサ、温度センサ、歪みセンサ、機械センサ、位置センサ、光学セン
サ、及び容量センサが挙げられるが、これらに限定されない。
【００７０】
　[0104]「作動」は、構造、材料、又はデバイス構成要素に対する刺激、制御、或いは影
響を表す。有用な作動用デバイス構成要素としては、電極素子、電磁放射素子、発光ダイ
オード、レーザ、磁気素子、音響素子、圧電素子、化学素子、生物素子、及び加熱素子が
挙げられるが、これらに限定されない。
【００７１】
　[0105]用語「直接的又は間接的」は、ある構成要素の別の構成要素に対する動作又は物
理的位置を表す。例えば、ある構成要素が別の構成要素に対して「直接的に」動作又は接
触することには、中間物の介在を伴わない。これに対して、ある構成要素が別の構成要素
に対して「間接的に」動作又は接触することには、中間物（例えば、第３の構成要素）が
介在する。
【００７２】
　[0106]「封入」は、基板、接着層、又は封入層等、１つ又は複数の他の構造によって少
なくとも部分的に、場合によっては完全に囲まれたある構造の配向を表す。「部分的に封
入」は、１つ又は複数の他の構造によって部分的に囲まれたある構造の配向を表し、例え
ば当該構造の外面の３０％、任意選択として５０％、又は任意選択として９０％が１つ又
は複数の構造によって囲まれている。「完全に封入」は、１つ又は複数の他の構造によっ
て完全に囲まれたある構造の配向を表す。
【００７３】
　[0107]「誘電体」は、非導電又は絶縁材料を表す。
【００７４】
　[0108]「ポリマー」は、化学的共有結合により接続された繰り返し構造単位で構成され
た巨大分子又は高分子量を特徴とする場合が多い１つ又は複数のモノマーの重合生成物を
表す。ポリマーという用語には、ホモポリマーすなわち本質的に単一の繰り返しモノマー
副単位からなるポリマーを含む。また、ポリマーという用語には、ランダム、ブロック、
交互、セグメント化、グラフト、テーパード共重合体等、共重合体すなわち本質的に２つ
以上のモノマー副単位からなるポリマーを含む。有用なポリマーとしては、非晶質、半非
晶質、結晶、又は部分結晶状態の場合がある有機ポリマー又は無機ポリマーが挙げられる
。連結モノマー鎖を有する架橋ポリマーは、いくつかの用途において特に有用である。こ
れらの方法、デバイス、及び構成要素に使用可能なポリマーとしては、プラスチック、エ
ラストマ、熱可塑性エラストマ、エラストプラスチック、熱可塑性プラスチック、及びア
クリレート類が挙げられるが、これらに限定されない。例示的なポリマーとしては、アセ
タール重合体、生分解性重合体、セルロース重合体、フッ素重合体、ナイロン、ポリアク
リロニトリル重合体、ポリアミドイミド重合体、ポリイミド、ポリアクリレート、ポリベ
ンゾイミダゾール、ポリブチレン、ポリカーボネート、ポリエステル、ポリエーテルイミ
ド、ポリエチレン、ポリエチレン共重合体及び変性ポリエチレン、ポリケトン、ポリ（メ
チルメタクリレート）、ポリメチルペンテン、ポリフェニレンオキシド及びポリフェニレ
ンスルフィド、ポリフタルアミド、ポリプロピレン、ポリウレタン、スチレン樹脂、スル
ホン系樹脂、ビニル系樹脂、ゴム（天然ゴム、スチレンブタジエン、ポリブタジエン、ネ
オプレン、エチレンプロピレン、ブチル、ニトリル、シリコーンを含む）、アクリル、ナ
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イロン、ポリカーボネート、ポリエステル、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレ
ン、ポリ塩化ビニル、ポリオレフィン、又はこれらの任意の組み合わせが挙げられるが、
これらに限定されない。
【００７５】
　[0109]「エラストマ」は、実質的な永久変形を伴わずに伸張又は変形が可能であり、そ
の元の形状に戻ることができるポリマー材料を表す。エラストマは通常、実質的に弾性的
に変形する。有用なエラストマとしては、ポリマー、共重合体、ポリマーと共重合体との
複合材料又は混合物を含むものが挙げられる。エラストマ層は、少なくとも１つのエラス
トマを含む層を表す。また、エラストマ層は、ドーパント及び他の非エラストマ材料を含
んでいてもよい。有用なエラストマとしては、熱可塑性エラストマ、スチレン材料、オレ
フィン材料、ポリオレフィン、ポリウレタン熱可塑性エラストマ、ポリアミド、スチレン
ゴム、ＰＤＭＳ、ポリブタジエン、ポリイソブチレン、ポリ（スチレンブタジエンスチレ
ン）、ポリウレタン、ポリクロロプレン、及びシリコーンが挙げられるが、これらに限定
されない。例示的なエラストマとしては、ポリ（ジメチルシロキサン）（すなわち、ＰＤ
ＭＳ及びｈ－ＰＤＭＳ）、ポリ（メチルシロキサン）、部分アルキル化ポリ（メチルシロ
キサン）、ポリ（アルキルメチルシロキサン）、及びポリ（フェニルメチルシロキサン）
を含むポリシロキサン等のシリコン含有ポリマー、シリコン変性エラストマ、熱可塑性エ
ラストマ、スチレン材料、オレフィン材料、ポリオレフィン、ポリウレタン熱可塑性エラ
ストマ、ポリアミド、スチレンゴム、ポリイソブチレン、ポリ（スチレンブタジエンスチ
レン）、ポリウレタン、ポリクロロプレン、及びシリコーンが挙げられるが、これらに限
定されない。一実施形態において、ポリマーは、エラストマである。
【００７６】
　[0110]「適合」は、例えば凸状形体を有する表面又は（例えば、時間的に変化する）動
的な表面等の非平面形状の表面との共形接触を可能にする外形プロファイル等、特定の用
途に望ましい外形プロファイルを採用できるように十分低い曲げ剛性を有するデバイス、
材料、又は基板を表す。特定の実施形態において、所望の外形プロファイルは、手指の爪
、皮膚、歯、足指の爪、又は耳たぶの外形プロファイルである。
【００７７】
　[0111]「共形接触」は、デバイスと受容面との間に確立された接触を表す。一態様にお
いて、共形接触には、ある表面の全体形状に対するデバイスの１つ又は複数の表面（例え
ば、接触面）の巨視的な適応を伴う。別の態様において、共形接触には、実質的に空隙の
ない十分な接触に至る、ある表面に対するデバイスの１つ又は複数の表面（例えば、接触
面）の微視的な適応を伴う。一実施形態において、共形接触には、（１つ又は複数の）受
容面に対するデバイスの（１つ又は複数の）接触面の適応を伴うことにより、例えば受容
面と物理的に接触しないデバイスの接触面の表面積が２０％未満であるか、又は任意選択
として受容面と物理的に接触しないデバイスの接触面が１０％未満であるか、又は任意選
択として受容面と物理的に接触しないデバイスの接触面が５％未満である十分な接触が実
現される。
【００７８】
　[0112]「ヤング率」又は「弾性率」は、区別なく使用しており、所与の物質の歪み対応
力比を表す材料、デバイス、又は層の機械的特性を表す。ヤング率は、以下の式により与
えることができる。
【数１】

ここで、Ｅはヤング率、Ｌ０は平衡長、ΔＬは印加応力下での長さ変化、Ｆは印加力、Ａ
は力印加面積である。また、ヤング率は、以下の方程式により、ラメ定数に関して表すこ
ともできる。
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【数２】

ここで、λ及びμは、ラメ定数である。高ヤング率（又は「高弾性率」）及び低ヤング率
（又は「低弾性率」）は、所与の材料、層、又はデバイスにおけるヤング率の大きさの相
対的な記述子である。いくつかの実施形態において、低ヤング率に対する高ヤング率の大
きさは、いくつかの用途ではおよそ１０倍であることが好ましく、他の用途ではおよそ１
００倍であることがより好ましく、さらに他の用途ではおよそ１０００倍であることがさ
らに好ましい。一実施形態において、低弾性率層は、１００ＭＰａ未満、任意選択として
１０ＭＰａ未満、任意選択として０．１ＭＰａ～５０ＭＰａの範囲から選択されるヤング
率を有する。一実施形態において、高弾性率層は、１００ＭＰａ超、任意選択として１０
ＧＰａ超、任意選択として１ＧＰａ～１００ＧＰａの範囲から選択されるヤング率を有す
る。一実施形態において、本発明のデバイスは、低ヤング率の１つ又は複数の構成要素を
有する。一実施形態において、本発明のデバイスは、全体として低いヤング率を有する。
【００７９】
　[0113]「低弾性率」は、１０ＭＰａ以下、２０ＭＰａ以下、又は１ＭＰａ以下のヤング
率を有する材料を表す。
【００８０】
　[0114]「曲げ剛性」は、印加曲げモーメントに対する抵抗を記述した材料、デバイス、
又は層の機械的特性である。一般的に、曲げ剛性は、材料、デバイス、又は層の弾性率と
面積慣性モーメントとの積として定義される。不均一な曲げ剛性を有する材料は、任意選
択として、材料の層全体の「バルク」又は「平均」曲げ剛性に関して記述する場合がある
。
【００８１】
　[0115]「横寸法」は、組織搭載電子システム又はその構成要素等の構造の物理的な寸法
を表す。例えば、横寸法は、構造の長さ、幅、半径、又は直径等、構造の厚さに沿って延
びた軸に直交して配向した１つ又は複数の物理的寸法を表していてもよい。横寸法は、構
造の厚さに沿って延びた軸に直交して配置された平面又は表面の２次元エリアに対応する
システムの側方設置面積の特徴付け等、電子システム又はその構成要素の面積の特徴付け
に有用である。
【００８２】
　[0116]図１の１Ａは、手指の爪に搭載するＮＦＣデバイスを備えた組織搭載システムの
上面図であり、図１の１Ｂは、手指の爪に搭載するＮＦＣデバイスを備えた組織搭載シス
テムの側方分解図である。本実施形態のデバイスは、携帯電話及び他のＮＦＣ対応通信プ
ラットフォームとの通信に適合するウェアラブル電子的用途に対応する。本システムは、
パスワード認証、電子商取引、バイオセンシング、及び動作認識等、広範な近距離無線通
信用途に対応する。
【００８３】
　[0117]図１の１Ａ及び１Ｂに示すように、手指の爪に搭載するＮＦＣデバイスは、電子
的機能層及び／又は光学的機能層と、構造層及び／又は電気絶縁層とを含む多層構造を備
える。本実施形態のデバイスは、ミリメートル規模の微小な全体寸法を有する。図１の１
Ｂに示すように、機能層は、一対のＮＦＣ適応銅コイルと、ＬＥＤ及びＮＦＣチップ構成
要素とを備える。コイルは、約５ｍｍよりも大きな半径及び約２０ミクロンの厚さによっ
て特徴付けられている。ＬＥＤ及びＮＦＣチップ構成要素は、約１００ミクロンの厚さに
よって特徴付けられている。図１に示すように、ＮＦＣチップ構成要素は、コイルの中央
領域近くに配置された接点を介してコイルと電気的につながっている。
【００８４】
　[0118]図１の１Ｂに示すように、ＮＦＣデバイスは、銅コイルを物理的に封入するよう
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に配置されたポリイミド被膜と、基板として機能する低弾性率アクリル等の接着剤とを含
む構造層及び／又は電気絶縁層をさらに具備する。例えば、いくつかの実施形態において
は、システムを封入する薄いシリコーンエラストマ（例えば、１００ミクロン未満）が設
けられている。いくつかの実施形態において、構造層及び／又は電気絶縁層（例えば、ポ
リイミド被膜、接着剤等）は、デバイスの中立機械表面に対して機能デバイス要素（例え
ば、コイル又はチップ）を一致又は近接させる厚さ及び位置を有する。
【００８５】
　[0119]図１の１Ａ及び１Ｂに示す例においては、手指の爪の外面への搭載を示している
。これらの実施形態において、システムは、手指の爪の曲線状の表面との機械的に堅牢な
共形接触を実現するのに十分な全体柔軟性を与える全体的な物性を有していてもよい。ま
た、本発明のシステムは、歯、足指の爪、耳たぶ、毛、及び皮膚等の外部組織を含む多様
な組織面への搭載にも適合する。ただし、手指の爪への搭載によれば、不快感も剥離も低
リスクの６カ月超の期間にわたる非常に安定且つ機械的に堅牢な搭載を含むいくつかの用
途に有用な一定の便益がもたらされる。また、図１の１Ａ及び１Ｂに示す例示的なシステ
ムによれば、多機能実装に適合するプラットフォームがもたらされ、別の電子的及び／又
は光学的システムが当該システムに組み込まれる。また、図１の１Ａ及び１Ｂに示す例示
的なシステムは、例えば除去試行時の機能喪失及び／又は破壊によって、除去及び／又は
再利用を防止する全体デバイス設計にも適合する。
【００８６】
　[0120]
実施例１
【００８７】
要約
　[0121]本実施例は、超小型様式の薄くて軽量の可撓性近距離無線通信（ＮＦＣ）デバイ
ス類を導き、それぞれの最適な構成と関連付けられた機構、無線周波数特性、及び材料面
の体系的な調査を示す。これらのシステムによれば、他のＮＦＣ技術及びウェアラブル電
子機器に対して、機械的強度、配置多様性、及び最小界面応力の利点が得られる。これら
のシステムの機械的及び電磁的特性に関する詳細な実験研究及び理論モデリングによって
、重要な設計検討事項の理解が得られる。これらの考え方は、バイオセンサ及び電子イン
プラントといった多くの他種無線通信システムにも当てはまり得る。
【００８８】
序論
　[0122]ウェアラブル電子技術は、急速に成長する消費者機器部門の基礎となる。新たな
ウェアラブルデバイスを追及するため、今後１０年にわたって、材料だけで１０００億ド
ル超が費やされると予測される［１］。これらのシステムに用いる材料及びデバイス構造
の発達によって、能力の範囲拡大、使用形態の拡張、堅牢性／信頼性の向上、サイズ／重
量の抑制、及びコスト低減の機会が生み出されることになる。携帯電話プラットフォーム
は、生体プロセスを測定してデータを電話に伝える現在利用可能なリストバンド・腕時計
型デバイスのように、より広い技術分野における重要な要素であり続ける可能性が高い［

２、３］。近年の研究によって、これら既存のシステムと比較して大幅に異なる種類の統
合方法が実証されており、ウェアラブルデバイスは、一時転写タトゥーの形態を取る。そ
の結果として、身体との接触が大幅に改善され、これに対応して、集積センサから収集可
能な情報の多様性及び精度が向上している［２、４、５］。ここで、重要な目標は、皮膚
界面における炎症及び不快感を抑える方法として、表皮に一致するとともに、接合の堅牢
性を向上させるように物性（特に、弾性率及び伸縮性）を設計することである［２、４、

６］。本実施例においては、全体サイズの縮小が皮膚への物理的影響を最小限に抑える付
加的な（場合により、主要な）手段として機能する相補的な方法を提示する。また、この
方式によれば、搭載位置の選択肢の拡張によって、手指の爪及び歯等のエリアが含まれる
が、これらのエリアでは、機械的整合性が常に求められるわけではなく、搭載時間を数カ
月以上に延長することができる。特に、超小型様式の薄くて軽量の可撓性近距離無線通信
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（ＮＦＣ）デバイスについて、それぞれの最適な構成と関連付けられた機構及び材料面の
体系的な研究と併せて導く。潜在的な用途としては、パスワード認証［７］、電子商取引
［８］、及びバイオメトリックセンシング［９］が挙げられるが、それぞれ、計端電話又
は他のＮＦＣ対応プラットフォームとの無線電力及び通信によって実行される。このよう
なデバイスは、従来の腕装着ＮＦＣデバイスよりもほぼ１００倍小さな面積しか使わず、
～１００倍薄く、～１０，０００倍軽い。また、面積は、表皮構成を伴う最新報告のＮＦ
Ｃデバイス［２］よりもほぼ１０倍小さく、知り得る限り、人体の表面上の統合に関して
最小である。人体への埋め込みに関しては、ここに報告するデバイスより～１０倍大きな
体積を有する剛性のカプセル状ＮＦＣデバイスが利用可能である［１０］。また、オープ
ン構造設計によって、表皮等の柔軟面に搭載された場合の変形及び物理的応力に対する高
い耐性が得られる。機械的及び電磁的特性の実験的測定結果が理論的モデリング結果と同
等であるため都合が良い。標準的なＮＦＣ対応家電を用いたデバイス動作により、様々な
用途に対応する評価の能力を実証する。
【００８９】
結果と考察
　[0123]図２は、これら超小型又はミリメートル規模のＮＦＣ（ｍｍ－ＮＦＣ）デバイス
の層状オープン構造設計をまとめている。図２のａ及びｂは、直径が５．８ｍｍ及び７．
０４ｍｍのｍｍ－ＮＦＣデバイスの光学顕微鏡画像を示している。いずれの場合も、デュ
アルコイルレイアウトのコイルはそれぞれ、９巻（１８μｍ厚）の銅配線から成り、高い
Ｑ値及びほぼ１４ＭＨｚの共鳴周波数を実現している。これらのプラットフォームは、様
々な市販の構成要素から選択される薄型ＮＦＣダイを利用している。ここで報告する実験
では、それぞれ５．８ｍｍ及び７．０４ｍｍの直径のコイルを備えたＮＴＡＧ２１６（Ｎ
ＸＰ　ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ）及びＭ２４ＬＲ０４Ｅ（ＳＴ　Ｍｉｃｒｏｅｌｅｃ
ｔｒｏｎｉｃｓ）チップを使用している。これらのデバイスは、各層の上下にポリイミド
被膜を内蔵することによって、銅配線を物理的に封入し、中立機械平面の近くに配置して
、曲げ誘起歪みを最小化する（図２のｄ、ｅ）。ＮＦＣダイは、改良フリップチップ技術
によって、コイルの中央領域近くに配置された接点につながっている。また、特定のデバ
イス変形例では、小型の発光ダイオード（ＬＥＤ、０４０２サイズ：１ｍｍ×０．５ｍｍ
）。ここで、ＮＦＣ　ＩＳＯプロトコルでの通信中に環境発電されて整流されたエネルギ
ーによって、ＬＥＤ及びＮＦＣチップが同時に動作可能である。すべての場合において、
薄いシリコーンエラストマ（～２５μｍ）がシステムを封入し、低弾性率のアクリル接着
剤（～２５μｍ）が基板として機能する。超小型の薄くて軽い構成により、長期にわたる
統合が可能であり、人体及び外部機器の両者との界面が容易に確立される位置を含めて、
人体への搭載に関する幅広い選択肢がもたらされる。
【００９０】
　[0124]手指の爪及び足指の爪が実例である。皮膚と比較して、爪は固く物理的に静止し
ており、感覚能力がないため、堅牢且つ長期にわたる統合に関して低侵襲の界面を与える
。爪の生皮から終焉までの成長サイクルは、６カ月を超え得るため、数カ月にわたる統合
が可能である［１１］。このような時間枠は、皮膚への搭載と関連付けられた時間枠を大
幅に超える。皮膚の細胞分化及び剥離のサイクルは、数週間の時間枠で発生する。大人の
手指の爪は、年齢、性別、全身サイズ、及び指に応じて、～１３ｍｍ以上～１５ｍｍ以下
の範囲の曲率半径を有する［１２］。適正に設計されたデバイスであれば、動作特性の大
幅な変化なく、このような表面への搭載と関連付けられた屈曲に対応可能である。図３は
、手指の爪に関連する曲げ曲率でのｍｍ－ＮＦＣデバイスの電磁的特性を示している。こ
れらの評価には、最も大きなデバイス（７．０４ｍｍコイル直径）を使用している。この
様式には、任意所与の曲率での最も重大な変化を伴うためである。すべての場合において
、最小位相法［１３］により測定される共鳴周波数は、電磁的シミュレーション（Ａｎｓ
ｙｓ　ＨＦＳＳ　１３ユーザガイド：Ａｎｓｙｓ　Ｉｎｃ．２０１１）により決定される
共鳴周波数に一致する。通常、周波数は、投射面積及び関連するインダクタンスの減少の
ため、曲げ半径に伴って高くなる。ｍｍ－ＮＦＣデバイスのコイルを通る磁束は、Φ＝∫



(34) JP 2018-524677 A 2018.8.30

10

20

30

40

50

∫ＳＢ・ｄＳである。ここで、Ｂは、１次コイルが生成する磁界であり、Ｓは、ｍｍ－Ｎ
ＦＣデバイスのコイルにより囲まれた対応する面内面積である。市販されている大きな１
次コイル（Ｓａｍｓｕｎｇ　Ｇａｌａｘｙ　Ｎｏｔｅ　ＩＩ）の場合、磁界Ｂは本質的に
、小さなｍｍ－ＮＦＣデバイスの屈曲時と同じままであり、磁束Φは、ｍｍ－ＮＦＣデバ
イスのコイルの有効面積Ｓのみによって決まる。有効面積Ｓの変化は、（ｄ／Ｒ）２／３
２である。ここで、ｄは、ｍｍ－ＮＦＣデバイスの内径であり、Ｒは、曲率半径である。
直径が７．０４ｍｍ、実験と同様にｄ＝～５ｍｍ、Ｒ＞５ｍｍである大人の手指の爪に用
いるｍｍ－ＮＦＣデバイスの場合、有効面積Ｓは、Ｒ＝５ｍｍの場合に～３．１％しか小
さくならない。したがって、図３のａで確認される通り、手指の爪にｍｍ－ＮＦＣデバイ
スが搭載される場合は、磁束も不変のままである。共鳴周波数は、以下により求められる
。
【数３】

ここで、Ｃは、ＮＦＣダイのキャパシタンスであり、ｍｍ－ＮＦＣデバイスのコイルの実
効インダクタンスＬは、図７に示すように、周波数ｆ及び曲率半径Ｒによって決まる。平
面状コイルの場合と曲率半径が５ｍｍの場合との実行インダクタンスの最大差は、図７に
示すように、～３％に過ぎない。結果として、曲げ半径Ｒ＞～５ｍｍの場合、共鳴周波数
及びＱ値はそれぞれ、～１４ＭＨｚ及び～１５のままである。図３のｄ及びｅに示すよう
に、Ｒが５ｍｍを大幅に下回る場合は、変化が観察される。
【００９１】
　[0125]磁束の式から予想される通り、１次コイルとｍｍ－ＮＦＣデバイスとの間の電磁
結合は、サイズに大きく依存する。表１に示す異なる半径の３つのｍｍ－ＮＦＣデバイス
について検討するが、これらは、同じインダクタンスとなるように巻数及び層数を調整し
ている。すなわち、これらのｍｍ－ＮＦＣデバイスは、表１に示すように同じ共鳴周波数
及びＱ値を有し、図８のａに示すように同じ反射減衰スペクトルを有する。ｍｍ－ＮＦＣ
デバイスのサイズが小さくなると、図８のｂに示すように、位相の振幅が急速に低下する
が、これは、ｍｍ－ＮＦＣデバイスのコイルサイズの縮小に伴って、１次コイルとｍｍ－
ＮＦＣデバイスとの間の通信が大幅に弱くなることを示唆している。
【表１】

【００９２】
　[0126]手指の爪が成長する性質により、楕円形状を採用したｍｍ－ＮＦＣデバイスであ
って、長軸が爪の根本と平行に配向している場合は、搭載時間を長くすることができる。
図４は、上記のような形状及び円形設計と同様の面積（πＲ２）を有するｍｍ－ＮＦＣデ
バイスについて、主軸ａ及びｂが図４のｃに示す通りの複数の異なるアスペクト比ｂ／ａ
＝１．２１、１．４４、及び１．６９の場合の結果を示している。図４のｂ及びｃに示す
ように、アスペクト比ｂ／ａが小さくなっても、共鳴周波数及び位相の振幅はわずかしか
小さくならない。その結果、この範囲のアスペクト比の場合、共鳴周波数及びＱ値は、本
質的に不変すなわちそれぞれ１４ＭＨｚ及び１５のままである（図４のｄ、ｅ）。
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【００９３】
　[0127]また、可撓性のｍｍ－ＮＦＣデバイスは、皮膚への搭載の場合にも利点がある。
ここで、サイズが小さいと知覚が最小限に抑えられ、剥離のエネルギー解放率が抑えられ
る。図５のａは、様々な変形状態で低弾性率の基板（ＰＤＭＳ、伸長方向の長さ２０ｍｍ
、幅２５ｍｍ、厚さ３ｍｍ、弾性率０．１４５ＭＰａ）上に印刷された外径７．０４ｍｍ
のデバイスの画像を示しており、２０％の伸長及び２０％の圧縮を繰り返し伴うテストを
含む。デバイスは、１０，０００サイクル後であっても、特性の劣化を一切示していない
（図５のｃ）。図５のｂは、有限要素解析（ＡＢＡＱＵＳ　Ａｎａｌｙｓｉｓユーザマニ
ュアル２０１０，Ｖ６．１０）により求められた基板とｍｍ－ＮＦＣデバイスとの界面に
おける応力分布を示している。伸長及び圧縮の両者について、垂直応力は、界面における
剪断応力と比較して無視できるほど小さい。２０％伸長の通常の皮膚による力の体性知覚
の場合、後者は、閾値（２０ｋＰａ）よりも小さい［１４］。２０％の圧縮は、ほとんど
の実用的用途での予想よりも大きいが、この場合、剪断応力は、界面の小さな領域（～４
ｍｍ２）にわたって閾値２０ｋＰａを超える。縁部での微小な亀裂のエネルギー解放率［

１５］は、以下の通りである。
【数４】

ここで、Ｄはｍｍ－ＮＦＣデバイスの直径、Ｌ０は伸長方向の基板の長さ、εａｐｐは基
盤中の平均歪み、Ｅｓｕｂ及びｖｓｕｂはそれぞれ、基板のヤング率及びポアソン比であ
る。図５のｄに示すように、エネルギー解放率は、コイル直径Ｄとともに明らかに低下し
、小さなｍｍ－ＮＦＣデバイスの場合はＤに関して線形となる。すなわち、以下の通りで
ある。

【数５】

このスケーリングにより、ｍｍ－ＮＦＣデバイスが皮膚から剥離する可能性が低くなる利
点がある。図５のｅ及びｆはそれぞれ、挟持モード変形中の皮膚に搭載されたデバイスの
写真及び有限要素解析による界面での応力分布を示している。デバイスは、皮膚に大きく
皺が寄った場合であっても皮膚と十分に接合している。サイズを最小限に抑えることによ
り、任意所与の接着方法及びデバイス構成について、デバイス／皮膚接合界面の堅牢性が
最大化される。
【００９４】
　[0128]図６は、身体の様々な場所に搭載されたデバイスの画像を示しており、それぞれ
、考え得る用途を示唆している。図６のａは、手指の爪上のｍｍ－ＮＦＣデバイスを示し
ており、図６のｂに示すように、電話の取り扱いと関連付けられた自然な動作によって、
その動作をロック解除することができる。この種の認証は、多くの状況で有用となり得る
（図６のｃ）。目的が異なる複数のデバイスを容易に、１つの好都合なエリアに提供する
ことができる（図６のｄ）。特定のＮＦＣダイ（ＳＬ１３Ａ、ＡＭＳ　ＡＧ）は、温度セ
ンシング及び他の機能における統合能力を与える。図６のｅのはめ込みは、温度センシン
グ用のｍｍ－ＮＦＣデバイスを示している。この場合は、皮膚統合構成が有用となり得る
（図６のｅ、ｆ）。デバイスは、歯上及び水中でも適正に機能するため（図６のｇ、ｈ）
、生物流体中の化学的センシング用のモードに対応し得る。
【００９５】
結論
　[0129]ここで提示した材料、デバイス設計、及び統合方法は、ｍｍ規模の身体に装着す
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る可撓性ＮＦＣシステムの枠組みを与えており、パスワード認証、電子商取引、及びバイ
オメトリックセンシングにおいて潜在的な用途がある。特に、超小型の形状及び機械的に
柔軟な設計によって、機械的強度、配置多様性、及び最小界面応力の利点が得られる。適
正な設計のためには、材料、電磁的特性、及び機械的特性における理論的及び実験的検討
の組み合わせが必要不可欠である。これらの考え方は、様々なバイオセンサ及び電子イン
プラントといった多くの他種無線通信システムにも当てはまり得る。
【００９６】
実験項
　[0130]コイルの作製：Ｃｕ箔（１８μｍ厚、Ｏａｋ　Ｍｉｔｓｕｉ　Ｍｉｃｒｏ－ｔｈ
ｉｎシリーズ）を第１のコイル層の材料とした。ポリイミド層（２．４μｍ厚、ＰＩ２５
４５、ＨＤ　Ｍｉｃｒｏｓｙｓｔｅｍｓ）を２０００ｒｐｍで３０秒間スピンキャストし
、１５０℃のホットプレート上で５分間焼いた後、２５０℃の真空オーブンに７０分間入
れて、絶縁被膜を形成した。このＰＩ被覆Ｃｕ箔をポリジメチルシロキサン（ＰＤＭＳ、
Ｓｙｌｇａｒｄ１８４）被覆ガラススライド上にＰＩ面を下にして重ねることにより、フ
ォトリソグラフィによるＣｕのコイル形状へのパターン化（ＡＺ４６２０フォトレジスト
、３０００ｒｐｍで３０秒間のスピンキャスト、１１０℃で３分間の焼成、３００ｍＪ／
ｃｍ２のＵＶ照射、体積比１：２の現像液ＡＺ４００Ｋ／脱イオン水溶液による～４０秒
間の現像）及びウェットエッチング（ＣＥ－１００銅エッチャントＴｒａｎｓｅｎｓｅ、
高頻度の水洗を伴う１０分間のエッチング）が可能となった。１０００ｒｐｍで３０秒間
のＰＩスピンキャストの被覆により第１のコイル層を覆った。フォトリソグラフィ（ＡＺ
４６２０）及び酸素プラズマエッチングによって、ＰＩを貫通するビアホールを作成した
。酸化物除去剤（Ｆｌｕｘ、Ｗｏｒｔｈｉｎｇｔｏｎ）によって、ビアホールの基部に生
じた銅酸化物を除去した。電子ビーム蒸着によって、電気メッキ用の導電層（５００ｎｍ
厚）を形成した。次に、電気メッキ（水中１１ｗｔ％の硫酸銅五水和物、１３ｍＡ／ｃｍ
２で５５分間の電流、正極と負極間の距離１．７ｃｍ）によって、２０μｍ厚のＣｕ層に
第２のコイルを生成し、フォトリソグラフィ（ＡＺ４６２０）及びウェットエッチング（
銅エッチャント）によるパターン化を行った。スピンキャストによって、コイル全体構造
の上に別の２．４μｍ厚のＰＩ層を形成した。５０ｎｍ厚のＳｉＯ２層の電子ビーム蒸着
によって、フォトリソグラフィ（ＡＺ４６２０）及びＲＩＥエッチング（５０ｍＴｏｒｒ
、４０ｓｃｃｍ　ＣＦ４、１００Ｗで１０分間）により規定された形状にハードマスクを
作成した。酸素プラズマによって、露出したＰＩを除去し、コイルの領域にのみＰＩを残
して、機械的変形能を向上させるオープン構造設計を得た。
【００９７】
　[0131]ＮＦＣダイ：ＮＴＡＧ２１６（ＮＸＰ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ、ＩＳＯ／
ＩＥＣ１４４４３、入力キャパシタンス５０ｐＦ）チップを最小デバイスの電子機器とし
た。環境発電デバイスとして、Ｍ２４ＬＲ０４Ｅ（ＳＴ　Ｍｉｃｒｏｅｌｅｃｔｒｏｎｉ
ｃｓ、ＩＳＯ／ＩＥＣ１５６９３、入力キャパシタンス２７．５ｐＦ）チップを使用した
。ＳＬ１３Ａ（ＡＭＳ　ＡＧ、ＩＳＯ／ＩＥＣ１５６９３、入力キャパシタンス２５ｐＦ
）チップによって、温度センシングデバイスを実現した。すべてのチップを薄化（＜１０
０μｍ厚）し、パッケージのないベアダイとして使用した。
【００９８】
　[0132]転写とチップ組み立て：セルロースベースの水溶性テープ（Ｇｒａｉｎｇｅｒ）
によって、作製したコイルの基板からの回収及び接着基板への統合を可能にした。水溶に
よる水溶性テープの除去によって、転写を完了した。インジウム／Ａｇベースのハンダペ
ーストを用いた改良フリップチップボンディング法（Ｉｎｄ．２９０、Ｉｎｄｉｕｍ　Ｃ
ｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ、リフロー炉において～１６５℃で２分間）によって、薄化ＮＦＣ
ダイ及びＬＥＤをコイルに取り付けた。シリコーンエラストマ（Ｑ１－４０１０、Ｄｏｗ
　ｃｏｒｎｉｎｇ）の液滴によりチップを封入した。
【００９９】
　[0133]電磁的特徴付け：電磁的特徴付けには、５～２０ＭＨｚの周波数範囲にわたって
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、市販の１次コイル（Ｓａｍｓｕｎｇ　Ｇａｌａｘｙ　Ｎｏｔｅ　ＩＩ、共鳴周波数～４
７．５ＭＨｚ）と併せてインピーダンスアナライザ（４２９１Ａ　ＲＦインピーダンス／
材料アナライザ　Ｈｅｗｌｅｔｔ　Ｐａｃｋａｒｄ）を使用した。最小位相法によりＮＦ
Ｃデバイスの共鳴周波数を規定した。測定では、図９に示すように、～２ｍｍの垂直距離
で１次コイルの中心にデバイスを配置した。
【０１００】
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【０１１５】
実施例２－手指の爪に搭載するパスワード認証用ＮＦＣデバイス
　[0134]本発明は、例えば電子ハードウェア産業においてパスワード認証に関する独自の
解決策を与える手指の爪に搭載する近距離無線通信（ＮＦＣ）デバイスを提供する。材料
、設計、及び回路集積によって、生体適合性ＮＦＣ技術が実現される。組み込みＮＦＣ技
術は、パスワード、ピン番号、秘密の質問、個別バイオメトリクス、及び／又はテキスト
／電子メール確認取引のデジタル変換器として機能する。本実施形態の手指の爪に搭載す
るデバイスは、ＮＦＣアンテナを用いるアクセス時点管理リーダと無線通信可能である。
アクセス時点管理リーダとしては、スマートフォン、ラップトップ、キーボード、コンピ
ュータマウス、リモコン、金庫、及び／又は錠が挙げられるが、これらに限定されない。
パスワード、指紋タッチパッド、又は金庫の番号を呼び出す代わりに、手指の爪に搭載す
るデバイスの認定ユーザは、セキュリティパスコードを生成することなく、それぞれの電
子機器及び／又は金庫関連物にすぐアクセスすることができる。
【０１１６】
　[0135]例えば、いくつかの実施形態においては、個々のデバイスに一意の暗号化された
識別番号を格納する専用チップを本発明が有する。また、チップは、各承認時点後に変化
する動作固有のセキュリティコードを有する。暗号化された識別番号は、認定ユーザのア
クセスを許可する。例えば、認定ユーザは、リーダが本発明に係るハードウェアを検出し
たら、テレビに直行する。暗号化された識別番号が適切に整合しない場合、外部ユーザの
アクセスは拒否される。
【０１１７】
　[0136]プライバシのため、個々のユーザは、それぞれの個人情報、パスワード、ピン、
バイオメトリクス、及び／又はアクセス制限を傍観者に曝すリスクを取らない。顧客は、
それぞれの個人用電子機器にアクセスするのに、パスワード又はピンを入力する時間を無
駄にする必要がない。手指の爪に搭載するデバイスは、防水処理されており、数日又は数
カ月にわたって動作し続ける。本発明は、認証目的で特別に開発された携帯電話又はコン
ピュータアプリケーションとともに作用し得る。本発明に係るデバイスは、爪又は皮膚か
ら除去された場合、永久に無効となり、すべての個人情報が破壊される。
【０１１８】
　[0137]図１０は、手指の爪に搭載するシリコンＣＭＯＳデバイスを特徴付ける画像及び
実験結果を示している。手指の爪の表面への接合は、優れた接着性をもたらすシアノアク
リレートによる。図示のプロットは、およそ２．５カ月の時間枠に関して実現された良好
な電子的性能を示している。
【０１１９】
　[0138]図１１は、手指の爪の認証デバイスの設計画像を示している。左側のパネルは、
小型様式で設けられたＮＦＣコイル及びＮＦＣチップ構成要素を備えた手指の爪に搭載す
るシステムを示している。右側のパネルは、同じく小型様式で設けられた環境発電ＬＥＤ
インジケータをさらに備えた手指の爪に搭載するシステムを示している。
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【０１２０】
　[0139]図１２は、手指の爪に搭載するＮＦＣシステムの計算Ｑ値を特徴付ける設計情報
をまとめて示している。図示のように、Ｑ値は、ＮＦＣコイルの厚さ及び直径等、多くの
変数によって決まる。高いＱ値は、携帯電話等のモバイル電子機器との通信に有益である
。
【０１２１】
　[0140]図１３は、手指の爪に搭載する一連のＮＦＣシステム設計について、周波数の関
数としてＳ２１（ｄＢ０）をプロットした図である。Ｓ２１は、Ｓａｍｓｕｎｇ携帯電話
のＮＦＣ１次コイルと手指の爪に搭載するＮＦＣシステムのＮＦＣ２次コイルとの間で転
送される電力を表す。１次及び２次コイル間の距離は、５ｍｍに設定されている。
【０１２２】
　[0141]図１４は、コンピュータに対してユーザを認証するマウスと併せて使用する、手
指の爪に搭載するＮＦＣシステムを示している。
【０１２３】
　[0142]図１５は、曲率半径の関数として電磁的特性をまとめて示している。これらの結
果、手指の爪の曲率に関わらず、手指の爪に搭載するＮＦＣシステムが同様の範囲で動作
することを立証している。
【０１２４】
　[0143]図１６は、組織搭載用途として本発明の２５２個のＮＦＣシステムを備えた６イ
ンチ×９インチのテストパネルの画像を示している。
【０１２５】
　[0144]本発明の手指の爪に搭載するシステムの有利な側面は、以下の通りである。
　極薄の可撓性オープン構造（フリーサイズ構成）
　急峻な屈曲下で安定動作する設計
　堅牢な界面接着の方法
　除去及び再利用を防止する設計
　苛酷条件下で動作する材料
　搭載位置の柔軟性を得る構成
　グラフィックス重ね合わせの選択肢となるレイアウト
　複数のデバイスが動作するためのコイル
【０１２６】
実施例３－手指の爪に搭載する電子決済用ＮＦＣデバイス
　[0145]本発明は、例えばモバイル決済及び電子ウォレットサービスプロバイダ向けの独
自のプラットフォームを与える手指の爪に搭載する近距離無線通信（ＮＦＣ）デバイスを
提供する。材料、設計、及び回路集積によって、生体適合性ＮＦＣ技術が実現される。い
くつかの実施形態において、組み込みＮＦＣ技術は、あらゆるデビットカード、クレジッ
トカード、及びプリペイドギフトカードの背面に見られる磁気ストリップのデジタル変換
器として機能する。手指の爪に搭載するデバイスは、ＮＦＣアンテナを用いる販売時点管
理リーダと無線通信可能である。現金、デビットカード、又はクレジットカードを交換す
る代わりに、ユーザは、１回のタッチ又はポイントで安全な店内支払いを行うことができ
る。手指の爪に搭載するデバイスを用いた別の支払い方式としては、デバイスとピン、デ
バイスの組み合わせ、又はデバイスと第２の承認方法との組み合わせが挙げられる。
【０１２７】
　[0146]例えば、一実施形態においては、個々のデバイスに一意の暗号化された決済情報
を格納する専用チップを本発明が有する。また、チップは、各取引後に変化する取引固有
のセキュリティコードを有する。暗号化された決済情報及び変化するセキュリティコード
を用いて、購入時に各取引を処理する。いくつかの実施形態において、決済情報は、業者
と共有されることもなければサーバに格納されることもない。いくつかの実施形態におい
て、すべての金融情報は、消費者の個人のモバイル機器及び／又はコンピュータにおいて
ローカルに格納される。
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【０１２８】
　[0147]いくつかの実施形態においては、プライバシのため、本発明に係るハードウェア
が如何なる種類の取引情報も保存しない。個々の消費者は、それぞれの氏名、カード番号
、セキュリティコードを小売店又は傍観者に曝すリスクを取らない。顧客は、電子決済の
ためにそれぞれの電話、クレジットカード、及び／又は現金を持ち歩く必要がない。いく
つかの実施形態において、デバイスは、防水処理されており、数日又は数カ月にわたって
動作し続ける。本発明の本態様のシステムは、決済取引用に特別に開発された携帯電話ア
プリケーションとともに作用し得る。いくつかの実施形態において、本発明に係るデバイ
スは、爪又は皮膚から除去された場合、永久に無効となり、すべての決済情報が破壊され
る。
【０１２９】
実施例４－手指の爪に搭載する個人識別／承認用ＮＦＣ
　[0148]本発明は、例えばアルコール販売、レストラン、バー、教育、及び／又はヘルス
ケア産業において個人識別に関する独自の解決策を与える手指の爪に搭載する近距離無線
通信（ＮＦＣ）デバイスを提供する。材料、設計、及び回路集積によって、生体適合性Ｎ
ＦＣ技術が実現される。例えば、いくつかの実施形態において、組み込みＮＦＣ技術は、
運転免許証及び学校識別カードのデジタル変換器として機能する。例えば、本態様の手指
の爪に搭載するデバイスは、ＮＦＣアンテナを用いるアクセス時点管理リーダと無線通信
可能である。個人識別カードを携行する代わりに、手指の爪に搭載するデバイスは、個人
の識別の証明としての機能及び／又は関連する個人情報の格納が可能である。
【０１３０】
　[0149]例えば、一実施形態においては、個々のデバイスに一意の暗号化された識別番号
を格納する専用チップを本発明が有する。また、チップは、各入場時点後に変化する動作
固有のセキュリティコードを有する。暗号化された識別番号は、正当な識別フォームとし
て機能し得る。例えば、「Ｊｏｈｎ　Ｓｍｉｔｈ」（大人、男性、年齢４５歳）は、手指
の爪に搭載するデバイスを２１歳以上であることの証明として用いることにより、アルコ
ールを購入する。
【０１３１】
　[0150]いくつかの実施形態においては、プライバシのため、個々のユーザが氏名、年齢
、及び／又は住所を曝すリスクを取ることはない。いくつかの実施形態において、デバイ
スは、防水処理されており、数日又は数カ月にわたって動作し続ける。本発明の本態様の
システムは、認証目的で特別に開発された携帯電話アプリケーションとともに作用し得る
。いくつかの実施形態において、本発明に係るデバイスは、爪又は皮膚から除去された場
合、永久に無効となり、すべての個人情報が破壊される。
【０１３２】
実施例５－手指の爪に搭載する鍵アクセス／認証用ＮＦＣ
　[0151]本発明は、例えば居住地、オフィス、ホテル、及び／又は金庫産業での鍵アクセ
スに関する独自の解決策を与える手指の爪に搭載する近距離無線通信（ＮＦＣ）デバイス
を提供する。材料、設計、及び回路集積によって、生体適合性ＮＦＣ技術が実現される。
例えば、いくつかの実施形態において、組み込みＮＦＣ技術は、すべての物理的な鍵のデ
ジタル変換器として機能する。例えば、本態様の手指の爪に搭載するデバイスは、ＮＦＣ
アンテナを用いるアクセス時点管理リーダと無線通信可能である。アクセス時点管理リー
ダとしては、ドアの取っ手、窓、カウンタ、ロッカー、金庫及び／又は自動車が挙げられ
るが、これらに限定されない。鍵、カードキー、及び／又は財布を持ち歩く代わりに、手
指の爪に搭載するデバイスの認定ユーザは、特定のエリア、建物、部屋、及び／又は自動
車へのアクセスが許可される。
【０１３３】
　[0152]例えば、一実施形態においては、個々のデバイスに一意の暗号化された識別番号
を格納する専用チップを本発明が有する。また、チップは、各入場時点後に変化する動作
固有のセキュリティコードを有する。任意提供の個人情報に基づいて、暗号化された識別
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番号により、指定エリアにアクセスすることができる。例えば、本発明に係るデバイスは
、ホテルの部屋のドアを解錠することができる。
【０１３４】
　[0153]いくつかの実施形態においては、プライバシのため、個々のユーザが氏名、部屋
番号、及び／又は第三者の小売店若しくは傍観者へのアクセス制限を曝すリスクを取るこ
とはない。顧客は、それぞれの携帯電話、鍵、及び／又は識別カードを携行してアクセス
承認を得る必要がない。いくつかの実施形態において、デバイスは、防水処理されており
、数日又は数カ月にわたって動作し続ける。本発明の本態様のシステムは、認証目的で特
別に開発された携帯電話アプリケーションとともに作用し得る。いくつかの実施形態にお
いて、本発明に係るデバイスは、爪又は皮膚から除去された場合、永久に無効となり、す
べての個人情報が破壊される。
【０１３５】
実施例６－手指及び足指の爪に搭載する病院モニタリング／追跡用ＮＦＣデバイス
　[0154]本発明は、例えば病院の患者をモニタリング及び追跡するための独自のサービス
プラットフォームを与える組織搭載近距離無線通信（ＮＦＣ）デバイスを提供する。材料
、設計、及び回路集積によって、生体適合性ＮＦＣ技術が実現される。いくつかの実施形
態において、組み込みＮＦＣ技術は、銅リード線を用いた病院の識別リストバンド及びバ
イオセンシング電極のデジタル変換器として機能する。本態様の手指の爪に搭載するデバ
イスは、ＮＦＣアンテナを用いるアクセス時点管理リーダと無線通信可能である。アクセ
ス時点管理リーダとしては、スマートフォン、ドアの取っ手、窓、及び／又はカウンタが
挙げられるが、これらに限定されない。本発明に係るデバイスは、病院の認められた患者
を電子的に追跡及びモニタリングする手段を医療従事者に提供する。手指の爪又は組織に
搭載するデバイスは任意選択として、温度、ｐＨレベル、グルコース、パルスオキシメト
リ、心拍数、呼吸数、血圧、ＥＣＧ（心電図検査）、ＥＯＧ（電気眼球図検査）、ＥＥＧ
（脳波検査）、ＥＭＧ（筋電図検査）、ＰＰＧ（光電式指尖容積脈波検査）、動脈血酸素
飽和度（ＳｐＯ２）、ビリルビン値、並びに／又はビリルビン光強度及びドーズを測定す
る別のバイオセンシング様式を提供する。
【０１３６】
　[0155]いくつかの実施形態においては、プライバシのため、個々のデバイスに一意の暗
号化された識別番号を格納する専用チップを本発明が有する。また、チップは、絶えず変
化する動作固有のセキュリティコードを有する。暗号化されたデバイス番号は、患者のヘ
ルスケア情報を非公表とするのに役立つ。臨床医、病院経営者、及び保険業者だけがこの
情報にアクセスできるユーザである。緊急の場合、病院職員は、行方不明の患者の迅速な
発見及び／又は患者のバイタルサインの観察が可能である。
【０１３７】
　[0156]個々のユーザはもはや、氏名及び／又はヘルスケア情報を傍観者に曝すリスクを
取らない。いくつかの実施形態において、デバイスは、防水処理されており、数日又は数
カ月にわたって動作し続ける。本発明の本態様のシステムは、認証目的で特別に開発され
た携帯電話アプリケーションとともに作用し得る。いくつかの実施形態において、本発明
に係るデバイスは、爪又は皮膚から除去された場合、永久に無効となり、すべての個人情
報が破壊される。
【０１３８】
実施例７－手指及び足指の爪に搭載する危険装置安全取り扱い用ＮＦＣデバイス
　[0157]本発明は、例えば銃器の安全性及び安全が求められる場合の潜在的に危険な機械
類の安全な取り扱いに関する独自の解決策を与える組織搭載近距離無線通信（ＮＦＣ）デ
バイスを提供する。本発明の材料、設計、及び回路集積によって、生体適合性ＮＦＣ技術
が実現される。一実施形態において、組み込みＮＦＣ技術は、潜在的に生命を脅かす装置
の操作における付加的な安全且つ安心レイヤとして機能する。生命を脅かす装置としては
、銃器、ノコギリ、及び／又は切断機が挙げられるが、これらに限定されない。本態様の
手指の爪に搭載するデバイスは、ＮＦＣアンテナを用いるリーダと無線通信可能である。
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身体設計ウェアラブルＮＦＣ技術によれば、無線周波数識別システムの使用によって、危
険な装置の誤使用が抑えられる。銃器の引き金は、手指の爪に搭載する認定デバイスを検
出した場合にのみ引くことができる。本発明に係る特定の実施形態のデバイスは、ユーザ
が鋭利な物体に近づき過ぎた場合に、工業用又は産業用切断機の停止スイッチを作動させ
ることができる。
【０１３９】
　[0158]一実施形態においては、個々のデバイスに一意の暗号化された識別情報を格納す
る専用チップを本発明が有する。また、チップは、承認時点後に変化する動作固有のセキ
ュリティコードを有する。暗号化された識別情報及び変化するセキュリティコードを用い
て、危険な装置への操作アクセスを許可又は拒否する。
【０１４０】
　[0159]本発明の本態様のシステムは、スマートガン及び／又は危険な機械類用に特別に
開発されたモバイルアプリケーションとともに作用し得る。いくつかの実施形態において
、デバイスは、防水処理されており、数日又は数カ月にわたって動作し続ける。いくつか
の実施形態において、本発明に係るデバイスは、爪又は皮膚から除去された場合、永久に
無効となる。
【０１４１】
実施例８－手指及び足指の爪に搭載する薬瓶整合及び安全用ＮＦＣデバイス
　[0160]本発明は、例えば整合性及び／又は安全性が求められる場合の薬瓶及び薬物への
アクセスに関する独自の解決策を与える組織搭載近距離無線通信（ＮＦＣ）デバイスを提
供する。本発明の材料、設計、及び回路集積によって、生体適合性ＮＦＣ技術が実現され
る。一実施形態において、組み込みＮＦＣ技術は、薬瓶に関する付加的な安心及び／又は
整合性モニタリングレイヤとして機能する。本態様の手指の爪に搭載するデバイスは、Ｎ
ＦＣアンテナを用いるリーダと無線通信可能である。身体設計ウェアラブルＮＦＣ技術に
よれば、特定の薬瓶が開放されている時間の経過を追うことができ、無線周波数識別シス
テムの使用によって、権限のない個人が薬物にアクセスできないようにする。薬入れは、
手指の爪に搭載する認定デバイスを検出した場合にのみ開くことができる。
【０１４２】
　[0161]一実施形態においては、個々のデバイスに一意の暗号化された識別情報を格納す
る専用チップを本発明が有する。また、チップは、承認時点後に変化する動作固有のセキ
ュリティコードを有する。暗号化された識別情報及び変化するセキュリティコードを用い
て、既定の薬物へのアクセスを許可又は拒否する。
【０１４３】
　[0162]本発明の本態様のシステムは、モバイルアプリケーションとともに作用し得る。
いくつかの実施形態において、デバイスは、防水処理されており、数日又は数カ月にわた
って動作し続ける。いくつかの実施形態において、本発明に係るデバイスは、爪又は皮膚
から除去された場合、永久に無効となる。
【０１４４】
実施例９－手指の爪に搭載する病院手洗い用ＮＦＣデバイス
　[0163]本発明は、例えば医療従事者が患者に関わる前に手を洗ったか否かをモニタリン
グする場合の病院職員に対する独自の解決策として、組織搭載近距離無線通信（ＮＦＣ）
デバイスを提供する。本発明の材料、設計、及び回路集積によって、生体適合性ＮＦＣ技
術が実現される。一実施形態において、組み込みＮＦＣ技術は、付加的な健康管理及び安
全対策として機能する。本態様の手指の爪に搭載するデバイスは、ＮＦＣアンテナを用い
るリーダと無線通信可能である。身体設計ウェアラブルＮＦＣ技術によれば、無線周波数
識別システムの使用によって、医療関連感染のリスクが抑えられる。本発明に係るデバイ
スは、シンク、手除菌ステーション、及び／又は部屋アクセスポイントに設置されたリー
ダにごく近接して作動する。リーダは、手を洗った人物、タイミング、時間、及び温度等
、作動デバイスからの情報を記録する。アクセス時点管理リーダは、特定の場所にいた人
物を記録する。両リーダからのデータセットを相関させて使用することにより、手洗い手



(43) JP 2018-524677 A 2018.8.30

10

20

30

40

50

順の準拠拒否及び汚染エリアを決定する。本発明に係るデバイスは、従業員に責任を課し
、より衛生的な環境を保証する。
【０１４５】
　[0164]一実施形態においては、個々のデバイスに一意の暗号化された情報を格納する専
用チップを本発明が有する。また、チップは、承認時点後に変化する動作固有のセキュリ
ティコードを有する。暗号化された決済情報及び変化するセキュリティコードを用いて、
個人を正確に識別する。いくつかの実施形態において、デバイスは、防水処理されており
、数日又は数カ月にわたって動作し続ける。いくつかの実施形態において、本発明に係る
デバイスは、爪又は皮膚から除去された場合、永久に無効となる。
【０１４６】
実施例１０－手指の爪に搭載するゲーム、楽曲共有、ソーシャル、及びデジタルメディア
プラットフォーム用ＮＦＣデバイス
　[0165]本発明は、例えばゲーム、楽曲共有、ソーシャル、及びデジタルメディアサービ
スプロバイダ向けの独自のプラットフォームを与える手指の爪に搭載する近距離無線通信
（ＮＦＣ）デバイスを提供する。材料、設計、及び回路集積によって、生体適合性ＮＦＣ
技術が実現される。本態様の手指の爪に搭載するデバイスは、ＮＦＣ機能を有するスマー
トフォンと無線通信可能である。電話番号、電子メールアドレス、及び／又は自宅の住所
を交換する代わりに、ユーザは、デジタルコンテンツ及び／又は個人情報を個人的に共有
することができる。
【０１４７】
　[0166]いくつか実施形態においては、個々のデバイスに一意の暗号化された個人識別番
号を格納する専用チップを本発明が有する。暗号化された情報は、デジタルコンテンツ及
び情報を個人的に開示する手段である。いくつかの実施形態において、個人情報は、ユー
ザの同意なく、業者と共有されることもなければサーバに格納されることもない。いくつ
かの実施形態において、すべてのデジタル情報は、消費者の個人のモバイル機器、コンピ
ュータ、ウェブページ、及び／又はゲームシステムにおいてローカルに格納及び共有され
る。
【０１４８】
　[0167]いくつかの実施形態においては、プライバシのため、個々の消費者が個人情報又
はデジタルコンテンツを権限なき者に曝すリスクを取らない。顧客は、それぞれの電話及
び／又は名刺を携行して個人情報を開示する必要がない。いくつかの実施形態において、
デバイスは、防水処理されており、数日又は数カ月にわたって動作し続ける。本発明の本
態様のシステムは、メディア共有目的で特別に開発された携帯電話アプリケーションとと
もに作用し得る。いくつかの実施形態において、本発明に係るデバイスは、爪から除去さ
れた場合、永久に無効となり、すべてのデジタルコンテンツが破壊される。
【０１４９】
実施例１１－組織搭載デバイスの作動
　[0168]本発明は、例えば消費者局、防衛局、及び／又は情報局向けの独自のプラットフ
ォームを与える手指の爪に搭載する近距離無線通信（ＮＦＣ）デバイスを提供する。材料
、設計、及び回路集積によって、生体適合性ＮＦＣ技術が実現される。本態様の手指の爪
に搭載するデバイスは、ＮＦＣ機能を有するスマートフォン等のデバイスと無線通信可能
である。ユーザは、使用の終了及び／又は不法所持の場合にデバイスの機能を永久的に無
効化し、すべてのデジタルコンテンツを消去する応答を起動することができる。
【０１５０】
実施例１２－組織搭載デバイス
　[0169]本発明のシステム及び方法は、用途が非常に広く、広範な用途に対応する。本実
施例では、多くの異なる用途に対応する様々な異なるデバイス実施形態を示す。以下の説
明では、本システムの広範な機能を示す実施例を与える。例示的なシステムに共通の構成
要素としては、システムの寸法範囲内にアンテナ並びに無機及び／若しくは有機電子構成
要素を有する基板が挙げられるが、これらのほとんどが、様々なＩＳＯ及び非ＩＳＯ準拠
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形態を採用し得るＲＦＩＤ　ＩＣを含むが、これに限定されない。構成要素は、アプリケ
ーションに応じて、アクティブ又はパッシブ状態で用いられるように構成されている。例
示のデバイスは、好ましくは所望の用途に整合する電磁的及び機械的形状因子を可能にす
る寸法及び形状を有する。
【０１５１】
実施例１３－組織搭載デバイス
　[0170]本発明のシステム及び方法は、用途が非常に広く、広範な用途に対応する。本実
施例では、多くの異なる用途に対応する様々な異なるデバイス実施形態を示す。以下の説
明では、本システムの広範な機能を示す実施例を与える。例示的なシステムに共通の構成
要素としては、システムの寸法範囲内にアンテナ並びに無機及び／若しくは有機電子構成
要素を有する基板が挙げられるが、これらのほとんどが、様々なＩＳＯ及び非ＩＳＯ準拠
形態を採用し得るＲＦＩＤ　ＩＣを含むが、これに限定されない。構成要素は、アプリケ
ーションに応じて、アクティブ又はパッシブ状態で用いられるように構成されている。例
示のデバイスは、好ましくは所望の用途に整合する電磁的及び機械的形状因子を可能にす
る寸法及び形状を有する。
【０１５２】
　[0171]図１７は、本発明の様々な組織搭載システムの模式図である。
【０１５３】
　[0172]図１７のＡは、本発明の組織搭載システム２が取り付けられた手指の爪（フェイ
クネイル等）が接着剤により手指の爪上に配置される人の手指を示している。
【０１５４】
　[0173]図１７のＢは、様々な方法を用いて複数の異なる組織搭載システムが異なる場所
に取り付けられた人の頭部を示している。図示の場所及び図示していない他の場所の１つ
又はすべてを使用可能であるが、ここでは、頭部に関する好適な実施形態を示している。
要素１は、耳に取り付けられたメモリ及び／又は電子センサを含む組織搭載システムを示
している。要素２は、適当な接着剤を用いて歯に取り付けられたメモリ及び／又は電子セ
ンサを含む組織搭載システムを示している。要素３は、鼻の上又はごく近傍に配置された
電子機器及び／又はセンサを含む組織搭載システムを示している。
【０１５５】
　[0174]図１７のＣは、接着剤を用いて爪甲に直接搭載されたメモリ及び／又は電子構成
要素／センサを備えた組織搭載システムを装着した人の指を示している。デバイス１は、
封入又は被覆層等の付加的なカバー材料２で覆われる場合がある。
【０１５６】
　[0175]図１７のＤは、人の足を示している。足上には、３つの異なる組織搭載システム
が配置されている。要素１、２は、適当な接着剤を用いて爪甲上に直接配置され、メモリ
及び／又は電子機器／センサを備える。要素３は、適当な接着剤により皮膚に直接搭載さ
れ、足指上に配置されたメモリ及び／又は電子機器／センサを備えた組織搭載システムを
示している。
【０１５７】
　[0176]図１７のＥは、適当な接着剤を用いて、指の指紋上に組織搭載システム１が搭載
された人の手の内側部を示している。デバイスは、メモリ及び／又は電子機器／センサを
備える。
【０１５８】
　[0177]図１７のＦは、破線で人工装具ソケットを示しており、人の肢部に搭載された組
織搭載システム１が見えるようにした半透明図である。組織搭載システム１は、メモリ及
び／又は電子機器／センサを含む。
【０１５９】
　[0178]図１８は、銃器の使用に関する認証用に手指の爪に搭載された組織搭載ＮＦＣデ
バイスの模式図である。
【援用及び変形例に関する記述】
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【０１６０】
　[0179]例えば発行若しくは付与された特許若しくは同等物を含む特許文献、特許出願公
開、及び非特許文献又は他の原資料等、本願全体に引用するすべての参考文献は、各参考
文献が本願の開示内容と少なくとも部分的に矛盾しない範囲で、個別援用の如く、そのす
べてを本明細書に援用する（例えば、部分的に矛盾する参考文献は、その部分的に矛盾す
る部分を除いて援用する）。
【０１６１】
　[0180]本明細書に採用した用語及び表現は、説明の用語として使用しており、何ら制限
を与えるものではない。また、このような用語及び表現の使用によって、図示及び記載し
た特徴又はその一部の如何なる均等物も除外することを意図しておらず、特許請求の範囲
に係る本発明の範囲内で種々改良が可能であることが認識される。したがって、好適な実
施形態、例示的な実施形態、及び任意選択としての特徴により本発明を具体的に開示した
ものの、当業者であれば、本明細書に開示の概念を改良及び変形可能であり、このような
改良及び変形についても、添付の特許請求の範囲により規定される本発明の範囲内にある
ものと考え得ることが了解されるものとする。本明細書に提供の具体的な実施形態は、本
発明の有用な実施形態の例であり、当業者には、本明細書に記載のデバイス、デバイス構
成要素、及び方法ステップの多くの変形例を用いて本発明を実行可能であることが明らか
となるであろう。当業者には当然のことながら、方法及び当該方法に有用なデバイスは、
任意選択としての多くの構成及び処理要素並びにステップを含むことができる。
【０１６２】
　[0181]本明細書において、置換基群を開示している場合は、群要素の異性体、鏡像体、
及びジアステレオマーを含めて、当該群及びすべての下位群のすべての個別要素を別個に
開示していることが了解される。本明細書において、マーカッシュ群等の分類を用いてい
る場合は、当該群のすべての個別要素及び当該群に可能なすべての組み合わせ及び副組み
合わせが本開示に個別に含まれることを意図している。本明細書において、例えば化学式
又は化学名にて、特定の異性体、鏡像体、又はジアステレオマーが指定されずに化合物が
記載されている場合、その記載は、個別又は任意の組み合わせで記載の当該化合物の各異
性体及び鏡像体を含むことを意図している。また、特別の定めのない限り、本明細書に開
示の化合物のすべての同位体異形は、本開示に包含されるものである。例えば、開示の分
子中の１つ又は複数の任意の水素は、重水素又は三重水素で置換可能であることが了解さ
れよう。分子の同位体異形は一般的に、当該分子の分析及び当該分子又はその使用に関す
る化学的及び生物学的研究における基準として有用である。このような同位体異形を作製
する方法は、当技術分野において既知である。化合物の具体名は、例示的なものである。
当業者であれば、同じ化合物に別の名称を付与可能であることが知られているためである
。
【０１６３】
　[0182]本明細書に開示の分子の多くは、１つ又は複数のイオン化基［プロトンを除去可
能な基（例えば、－ＣＯＯＨ）若しくは追加可能な基（例えば、アミン）、又は四級化可
能な基（例えば、アミン）］を含む。このような分子及びその塩の考え得るすべてのイオ
ン型は、本開示に個別に含まれるものである。本明細書における化合物の塩に関して、当
業者は、所与の用途において本発明の塩の作製に適した多種多様の利用可能なイオン対の
中から選択可能である。特定の用途においては、塩を作成するための所与のアニオン又は
カチオンの選択によって、当該塩の溶解度が上昇又は低下する場合がある。
【０１６４】
　[0183]特に指定のない限り、本明細書に記載又は例示の構成要素のあらゆる構成又は組
み合わせを用いて、本発明を実施することができる。
【０１６５】
　[0184]例えば温度の範囲、時間の範囲、組成の範囲、又は濃度の範囲等、本明細書にお
いて範囲を与えている場合はいつでも、すべての中間範囲及び部分的範囲のほか、与えら
れた範囲に含まれるすべての個別値が本開示に含まれることを意図している。本明細書の
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記述に含まれるある範囲又は部分的範囲の任意の部分的範囲又は個別値は、特許請求の範
囲から除外可能であることが了解されよう。
【０１６６】
　[0185]本明細書に記載のすべての特許及び刊行物は、本発明が関係する当業者の熟練度
を示す。本明細書に引用の参考文献は、そのすべてを本明細書に援用することによって、
それぞれの公開日又は出願日の時点での最新技術を示しており、また、この情報は、必要
に応じて本明細書に採用することにより、従来技術における具体的な実施形態を除外する
ことができるものである。例えば、組成物を請求している場合、本明細書に引用の参考文
献に実施可能な開示が提供された化合物を含めて、本出願人の発明に先立つ技術において
既知且つ利用可能な化合物は、特許請求の範囲に係る組成物に含まれるものではないこと
が了解されるものとする。
【０１６７】
　[0186]本明細書において、「備える（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」は、「具備する（ｉｎ
ｃｌｕｄｉｎｇ）」、「含む（ｃｏｎｔａｉｎｉｎｇ）」、又は「特徴とする（ｃｈａｒ
ａｃｔｅｒｉｚｅｄ　ｂｙ）」と同義であり、包含的すなわちオープンエンドであるため
、付加的な列挙されていない要素又は方法ステップを除外しない。本明細書において、「
～からなる（ｃｏｎｓｉｓｔｉｎｇ　ｏｆ）」は、特許請求の範囲の要素に指定されてい
ない如何なる要素、ステップ、又は成分も除外する。本明細書において、「～から本質的
になる（ｃｏｎｓｉｓｔｉｎｇ　ｅｓｓｅｎｔｉａｌｌｙ　ｏｆ）」は、特許請求の範囲
の基本的且つ新規な特性に対して実質的な影響を及ぼさない材料又はステップを除外しな
い。本明細書の如何なる場合も、用語「備える（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」、「～から本
質的になる（ｃｏｎｓｉｓｔｉｎｇ　ｅｓｓｅｎｔｉａｌｌｙ　ｏｆ）」、及び「～から
なる（ｃｏｎｓｉｓｔｉｎｇ　ｏｆ）」はそれぞれ、その他２つの用語のいずれかと置き
換え可能である。本明細書において説明的に記載した本発明は、本明細書に具体的に開示
されていない如何なる（１つ又は複数の）要素、限定がなくても、適切に実施可能である
。
【０１６８】
　[0187]当業者には当然のことながら、具体的に例示されていない出発物質、生物材料、
試薬、合成方法、精製方法、分析方法、検査方法、及び生物学的方法は、必要以上の実験
を行うことなく本発明の実施に採用可能である。このような任意の材料及び方法に関して
当技術分野で既知のすべての機能的均等物は、本発明に含まれるものである。以上に採用
した用語及び表現は、説明の用語として使用しており、何ら制限を与えるものではない。
また、このような用語及び表現の使用によって、図示及び記載した特徴又はその一部の如
何なる均等物も除外することを意図しておらず、特許請求の範囲に係る本発明の範囲内で
種々改良が可能であることが認識される。したがって、好適な実施形態及び任意選択とし
ての特徴により本発明を具体的に開示したものの、当業者であれば、本明細書に開示の概
念を改良及び変形可能であり、このような改良及び変形についても、添付の特許請求の範
囲により規定される本発明の範囲内にあるものと考え得ることが了解されるものとする。
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